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Abstract 

Methods of modelling (statistically) and simulating the response and枷 mooringforce of moored floating offshore systems 

excited by irregular seas and winds, including the effects of both nonline紅 waveforces and nonlinearity in system dynamics, 

are investigated in this paper on a basis of at-sea data of a full scale floating offshore structure‘、POSEIDON".
The characteristics of waves and wind at the test field is studied from a vi,ewpoint of external forces. 

Volterra series and the Quadratic Transfer Function are introduced to describe the nonlinear wave forces. Cross bi-spectral 

analysis is applied to estimate the Quadratic Transfer Functions. A liniealf force model is introduced to describe the slowly 

varying forces due to wind fluctuations. Multi-input analysis is applied Ito study the contribution rate of slowly varying wind 

and wave forces to slow drift motion. 

In order to estimate the nonlinear viscous and mooring forces in the system dynamics from full scale free decaying test data, a 

new analysis method, which is based on time series fitting method using at nonlinear optimization technique, is developed. 

On a basis of these investigations, a comparison between a measured time histories of the motion and mooring force and their 

simulations is carried out. 

Relating to estimates of the PDF (Probability density function) and the extreme response of the motion and mooring force, 

two statistical models are introduced newly. The one is a nonlinear statistical method based on two term Volterra series theory 

for taking effects of both nonlinear wave forces and varying wind loads into account and the other is a modified version of the 

Hermite moment model introduced by Winterstein. 

At-sea measured sample data, the statistical prediction based on the Rayleigh distribution, i.e. the so-called Cartwright-

Longuet-Higgins'estimates and the results obtained from the present methods are compared. 

It is concluded that the present statistical models and simulation procedures provide useful tools for estimating the behaviour 

of nonlinear moored floating offshore systems and for predicting the exn・eme values of the motion response and mooring 

forces. 
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1 緒言

海洋資源開発あるいは海洋空間利用、海洋エネルギー利

用のための海洋構造内が種々出現し、また次々と新しい構

造物の構想が発表され、水槽実験及び実海域実験も行われ

ている。それらの構造物は大型化するとともに稼働予定水

深もより深い海域で、風波の条件も厳しい沖合いへと進展

する趨勢にある。そしてこれらの構造物の位置保持に不可

欠の係留システムにも新しい技術開発のニーズが生じてき

ている。例えば、大水深域の石油生産を目的としたTLP
（緊張係留構造物）に対しては、高信頼性のあるテンドン鋼

管あるいはDPS （自動位置保持）のための推進装置の開

発、海上空港のような沿岸部に設置される大型浮体構造物

の場合にはドルフィン係留装置等である。

しかし、ーロに係留システムと言ってもその性能には海

洋構造物自身の運動特性や係留系と構造物の相互作用、水

深や海底土質などの環境条件、係留用材料やアンカー及び

制御機器等の個々の部材特性など多くの要素が組合わさっ

て互いに影響を及ぼしあう複雑なシステムであるので、全

体を一つのシステムと考え、その経済性や安全性を合理的

に考慮して設計する方法を確立する必要がある。特に、関

西国際空港 2期工事として浮体式空港案が出されているが、

こうした超大型の浮体構造物の場合には、なおさら統一的に

構造物と係留系を一つの全体システムとして取り扱い、そ

の安全性を総合的に評価する必要がある。

今までは、自然環境条件、浮体の動揺、係留系の挙動と

係留力といった個別の要素技術に関し個々に水槽実験等で

研究され、一部浮体と係留系を一体にした模型実験も行わ

れてきた。しかしながら、浮体と係留系を一体のシステム

とした実海域における実証実験は行われたことがなかった。

ポセイドン号の実海域実験はまさにそれを目的とした唯一

の実機実験であった。

浮体係留システムの動揺や係留力を誘起させる自然環境

条件、すなわち波、風、流れ等はいうまでもなく不規則で

あり非再現性を有する確率現象である。したがって、動揺

あるいは係留力の予測及び安全性の評価も同様に確率的評

価、すなわち応答の極値が、ある許容範囲を超える確率あ

るいはその極値の最大値の期待値で行う必要がある。それ

ゆえ応答の極値及び異常値（極値の中の最大値）の確率密

度関数を理論的に求めることが必要である。もし、これら

の確率密度関数が求まれば、極値あるいは異常値がある許

容値を超える確率を始めとして、種々の極値統計量が求め

ら、応答の短期あるいは長期予測が可能となる。極値の確

率密度関数を求めるには、現状では、決定論的方法と確率

論的方法の 2種類の方法がある。運動応答の極値の確率密

度関数を求める場合にはいずれの方法にせよ、まず最初に、

周波数応答特性が必要である。そのほか外力及び応答に非

線形要素を含む場合その特性も必要になる。

決定論的方法では、ある与えられた外力条件の下に、不

規則な外力時系列を作成し、それを入力として時間領域で

運動方程式を数値的に解いて応答の時系列を求め、この時

系列を統計処理することによって極値の確率密度及び極値

統計量を求めようとする方法である。この場合は運動方程

式及び外力特性に非線形要素を含んでいても求められると

いう利点がある。しかしながら、このようにして求められ

た統計量はあくまで統計的には 1サンプルにすぎず、統計

量のばらつきを少なくするためには、ある一定時間内のシ

ミュレーションを何回も行い、そのシミュレーション結果か

らもとめた統計量を平均するか、あるいはエルゴード性を

仮定して無限に長い計算を行いそれを統計解析をして求め

るかのどちらかが必要となる。長時間のシミュレーション

を行うには膨大な計算が必要であり、今までは、ほとんど

成し得なかったが、最近の計算機の進歩により徐々に十数

時間に及ぶ計算が可能になってきている。

一方、確率論的方法では、 Longuet-Higgins[1]が線形応

答についての極値の確率密度を求める式を誘導し、応答の

分散と応答スペクトルのバンド幅バラメータによって確率

密度が表せることを示している。従って、外力に対する運動

の周波数応答特性及び外カスペクトルさえ求まれば、極値

の各種統計量は求められる。しかしながら、応答に非線形

要素を含んだ場合この方法は使用できず、擬似的に等価線

形化して求める以外方法がない。しかしながら、最近、近

似的ではあるが、いくつか非線形な統計予測法も開発され

てきている。

本論は、こうした予測法の 2つの流れに沿って、ボセイ

ドン号による模型及び実海域実験を通し、浮体係留システ

ムの運動及び係留力の予測法に関し現在どこまでわかり、ど

こが問題かをまとめたものである。

2 決定論的噸齢鵬シミュ

ン法
ョ

2.1 時間領域運動方程式とその解法

風、波及び流れ等の自然環境外力下での浮体の動揺及び

係留力の運動方程式は一般に次式で表される◇
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ここで、

Mり；浮体の質量行列

m1.:;(oo) ; w = ooでの付加質量行列

岱；粘性減衰力行列

Bki ；静水圧による復原力行列

cり；係留系による復原力を含む係留力行列

Di; ; wave drift damping行列

kり；メモリー影響関数行列

F炉； 1次の波カベクトル

F!2) ; 2次の波カベクトル

Ff；風荷重ベクトル

Ft；流れによる荷重ベクトル

(1)式は慣性項以外の項を総て右辺に整理すると次のNewton

方程式で表される◇

[M]え＝『 (2) 

ここで、 [M]は質量マトリックス、えは遍動変位の列ベクト

ル、『は外力の列ベクトルである。 (2)式を時間領域で解く

ために、ここではNewmark-/3法 [2]を用いる。 Newmark-/3

法によると、ある時刻におけるじモードの変位を Xiとおく

と、△t時間後の変位 Xiは次式で表される。

X,n+l 
a 

x; • n十1
t 

＝ 

＋
 
＝ 

xr＋△t対＋芋対

/3△t2（対＋1-対）

対＋芋（炉＋対）

(3) 

(4) 

(2)式に対し、 (3),(4)式を用いて Xiに対する収束計算を行

うことにより、時刻 tにおける値から時刻 t十△tにおける

値を求めることができ、 (2)式は時間領域で解ける◇なお、

¢に対しては無条件安定の 1/4を用いる。 また、収束判定

は、イタレーション中の加速度をえ戸-1とするとき

|均;12n十-心|5命

という条件で行う。

2。2 時間領域に於ける流体力

mkj(W) 

Nl加）

＝ 

＝ 

1 
00 

叩 (oo)-;1 和 (t)sinwtdt 

JOOl幻 (t)coswtdt

゜

{5) 

線形流体力 線形流体力とメモリー影響関数の間には次の

ような関係がある◇
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ここで、 mkj(w)は周波数領域の付加質量行列、 Nt]（w)は周

波数領域の造波減衰力行列である。周波数無限大に亘る付加

質量、造波減衰力が求められれば時間領域の流体力 (mk;(oo)

とメモリー影響関数 kkj)が求められる訳だが、実際には不

可能に近い◇そこで、限られたwの範囲で何点か求められた

Ni加）に対し、スプライン関数を用いて外挿を行い、そ

の外挿値が 0になるあるWoを求め、 05 W 5 Woの範囲で次

の積分を行って Kkiを求める◇

知 (t)=; 1"'0澗 (w)coswtdw 

゜
また、周波数無限大での付加質量係数 m1;(00)は、（6)式

から求める。

粘性流体力 この力は、流体粘性に起因する流体力であ

り、一般に速度の自乗に比例する抗力として取り扱われる。

浮体の粘性流体力を数値的に求めるに当り、水面下の浮

体の各構成要素を複数個のプロックに分割して、それぞれ

のプロックの体積中心に働く粘性抗力を積分することで浮

体全体の粘性流体力を求める。式で表せば次の通りである。

A(2) 
jj 

N(2) 
jj 

N(2) 
jj 

＝ 

＝ 

＝ 

NザふI丸I

ャJ%Sj 

1 ½P JC砂 Lj
for j = 1 ~ 3 

for j = 4 ~ 6 

ここで、 pは流体密度、 Cdjはj運動モードの抗力係数、 Sj

は投影面積、らはモーメントレパーである。抗力係数 Cd

はレイノルズ数及びクーリガンカーペンター数の関数で

あり、理論的に求めることは今のところできない（一部

CFD(Computational Fluid Dynamics)を使用して推定し

た例もある [3]がまだ実用の段階にはなっていない）◇通常

は、これは自由動揺試験あるいは強制動揺試験等で求めら

れるが、模型と実機ではレイノルズ数に差があり、スケー

ル影響を考慮しなければならない。

2.3 風荷重

風荷重には定常風による定常力と変動風による変動力が

ある。変動力には物体後流に発生するカルマン渦等によっ

て励起される場合もあるが、それらは海洋構造物全体に作

用する力としては無視できる程度であり、空間的に一様で

時間的にのみ変動する変動風による変動力のみが一般的に

考慮される。この場合、風速 U(t)は、平均風速成分 Uoと

変動風成分 u(t)の和として

Ft'(t) 

F「1(t) ＝ 

U(t) = Ui。+u(t)

00 

u(t) = J,”事 cos（砂＋ゆ）

゜

(8) 

(9) 

(10) 

のように表される◇変動風速は変動風のパワースペクトル

ふ(f)を用いて次式で表現される 0 [4] 

(11) 

ここで．ゆは 0~ 2,rの一様乱数である。この変動風に基づ

く外力は、準定常理論に基づいてモリソン式より求められ

る。このとき、浮体の運動速度は、風速に比べて一般に非

常に小さいので、それは次式で与えられる。

＝ 
1 

2 
-Pa(U。+u(t))2CajSj 
1 

2 
-Pa(U。+u(t))2CajSjら

for j = 1 ~ 3 (12) 

for j = 4 ~ 6 

(13) 
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ここで、 Cajはj動揺方向の空力係数、 Paは大気の密度であ

る。ところで、上式において、 u(t)の自乗の項から定常成

分、低周波数及び高周波数成分力が発生する。しかし、 u(t)

が平均風速に比べて小さければ u(t)の自乗の項は省略され、

最終的に次式で与えられる。

Ft(t) 
1 2 

= -pa(U。+2u(t)Uo)Ca;S;
2 

加 (t)= Faj(1 +— for j = 1 ~ 3 (14) u。） 

加 (t)
庁(t) = Fa;(l +—· for j = 4 ~ 6(15) u。)L3 

ここで、 Fりが平均風速による定常力及びモーメント、右辺

第二項が変動風による変動力及びモーメントを表す，，定常

カの場合には C。jとして周波数に依存しない静的空力係数

が用いられるが、変動力に対しては周波数に依存する動的

空力係数 Cai(!)が用いられる。しかしながら、この空力係

数については良く判っていない。また、変動風スペクトルを

表す代表的なものとして DatJenport[5]あるいは日野 [6]、

Harris [7]が提案したスペクトル形が良く使用されるが、こ

れらは陸上観測データをベースに導かれたものであり、海

上風に対しての一般的なスペクトル形は提案されていない。

2。4 波力

波浪場の表現 実際の海域で遭遇する海洋波は、単一方

向の周波数成分波ばかりでなく無数の波向成分波も含んで

おり、不規則波浪場と考えられる◇つまり、空間と時間に対

し不規則性を持ったものである。この波浪場を、異なる方

向からくる一方向波不規則波の線形重ね合わせで表現でき

ると仮定し、ある固定点に対し、次式で表すのが一般的で

ある。

N 

((t, x, y) ＝こ((Oi,t)
i=l 

M 

(16) 

((8n,t) = amn cos(w叫＋ゆmn) (17) 
m=1 

ここで、 amnは各素成波の振幅、 Wmは素成波の周波数、叱mn
は、 2次元平面に 0から 211"まで一様に分布する乱数である。

（なお、加は、 0から 21rまで一様に分布する一次元乱数で

ある。）

また、波浪場は次の様な方向波スペクトルでも表現される。

坂(w,x)= D(w,x)れ(w) (18) 

ここで、 D(w,x)を方向分布関数、坂(w)を2次元の方向

波スペクトルと区別するため周波数スペクトルと呼んでい

る。この表現に従うと波浪場の各素成波の振幅は次式で表

される。

amn = ✓訊(wm,Xn)△Wm△Xn
方向分布関数として、一般に次式

D(w,x) ~ cos21(x) 

(19) 

(20) 

が用いられるが、方向集中パラメータである sについては

余りよく判っていない。さらに、周波数スペクトルについ

ても、造船の分野では ISSCあるいは JONSWAP型が使用

されているが、日本周辺海域に対しても適用できるのかど

うかは不明である。

波力 係留浮体に働く波力には、波周期に対応した 1次

の波力と素成波の差の周波数を持つ長周期の 2次の波力が

含まれる。一方向波中での 1次の波力は、線形インパルス

応答関数と波面上昇量との畳込み積分で与えられる。従っ

て、これを多方向波に拡張すると次式で与えられる。

N 

Fや(t)＝互／炉(T,Xぷ(Xn,t -T)む (21)

一次のインパルス応答関数は、各方向に対する線形波力の

伝達関数の逆フーリエ変換から得られる。

炉（r,xn)＝土／呼(w,Xn)ei"'.,.dw (22) 

2次の波力はボルテラ級数の 2項で表され、多方向波中の

表現に直すと、 2次のインパルス応答関数と一組の 2方向

波の波面上昇量との二重畳み込み積分の形をとる。

か（t) ＝口~/I炉(n,r2,Xt,Xn)
l n 

・ ((t -T1,Xぷ(t-T2, Xn)dr1 d乃 (23)

2次のインパルス応答関数は2次の波力の差の周波数に対

する伝達関数 (BQTF)より次のように計算される。

1 
gや(n,r2, Xt,Xm)= 戸-/I呼（砧，l.r..'j,Xl,Xn)

. ei(w,ri-'-"j1'2)dw心 j (24) 

この 2次の伝達関数は、ポテンシャル理論により周波数の

異なる 2方向 2成分規則波中で浮体に作用する変動水圧を

直接積分することにより周波数と方向のすべての組み合わ

せとして求められる。また、この伝達関数はインパルス応

答関数が実数であることにより

G12¥wi,Wj,Xlふ）＝ G忙(wj,Wi, Xn, x,) (25) 

の様な複素共役関係が成立する。

線形波カ 一方向波中の波力は通常、線形ポテンシャル理

論を用いて推定される◇すなわち、非粘性の仮定の下に速度

ポテンシャルの存在を仮定し、浮体表面に特異点を分布さ

せ、それと流体場の境界条件（自由表面．、水底及び無限遠の

放射条件）を満足するグリーン関数から解を構成し、浮体表

面での境界条件を満足させるように特異点の強さを決定す

る方法である。特異点の強さが決まると、流体中の速度及

び圧力が速度ボテンシャルを介して求められ線形波力が計

算できる。この方法は 3次元特異点分布法とよばれ、線形

流体力を求める場合も同じ手法が用いられる（ただし、浮

体表面の境界条件だけが異なる）。

線形の仮定の下では、線形重ね合わせの原理が成り立ち、

一方向波中での線形波力の応答関数から、多方向波中での

波カスペクトルが、次のように求められる。

SF;1)（W)=J宵 IG匹，x)I'坂(w,x)dx (26) 
一胃・

ここで、 SF?)(w)は波力の応答スペクトル、 IG11)(w,x)I

はx方向からくる波に対する k方向の波力の周波数応答関数

の振幅、 S(w,x)は方向波スペクトルであり、方向分布関数



D(w,x)を用いるとそれは、 (18)式で表される。従って、

ある固定点での線形波力の時系列は、 (21)式を用いて畳み

込み積分から求めるか、あるいは不規則波浪場が (16)及び

(17)で表されることを利用して次式より二重和として求め

られる。

N M 

F炉＝ こ こ伽呼（W心）氏（W凶）△Wi△xj
i=l.j=l 

(1) 
cos（叫＋的＋ er'(w叫）） （27) 

なお、が(w;，め）は G11)の位相である◇

多方向波中における波力の時系列をシミュレートするこ

とは、一方向波の場合に比べて多大の計算時間を必要とし

あまり実用的ではない◇それに、多方向波は、波の持って

いるパワーを方向分散させるために、同一パワーを有する

単一方向波でシミュレートした方が、安全サイドでシミュ

レートできる等により、通常は方向分散性を無視して次式

から求める。

Fi1) ＝ 2IG11)(wi,Xo)l2坂(wi)△Wi

i=1 

cos（叫＋ゆi＋が（砧，xo)) (28) 

ここで、 xoは、波の主方向である◇

ポテンシャル理論に基づく 2次 の 波 力 の 推 定ボテン

シャル流に基づく波漂流力は波面上昇や物体運動の有限性

に起因する 2次のオーダーの波浪外力の長周期成分であり、

それを定量的に評価するためには、これらの非線形効果を

考慮した流体力の表示式を導く必要がある◇流体は理想流

体（非圧縮、非粘性）で非回転運動とする◇この時、速度

ボテンシャル否（え，t）が存在し、流体中で次式のラプラスの

方程式を満足する◇

[L]:•~ =O (29) 

境界条件として、無限遠での発散波条件、及び以下の物体

境界条件 [H]、水底条件 [B]、自由表面条件 [Fl],[F2]を満

足する◇

. [H): 
8蚤
·— =ii. ▽昼＝ ％ （30) 
8n 

ただし、物体表面上の単位法線ベクトルをii= (n 1, n2, n3) 
とする。

[B］． 
8昼． 
8n 

= 0 on z = h（ぉ，y) (31) 

[Fl]：昼z_ （tー蚕ェ（ェー気心＝ 0 on z = ( (32) 

[F2]：一気ー（▽昼）2/2 -gz = 0 on z = ( (33) 

ただし、自由表面の方程式を z=(（の，Y,t)とする。

このとき、物体表面の圧力は次のベルヌーイの式によって

求められる。

p(x,y, z, t) （▽昼）2
= -気-— -gz (34) p・.  -. 2 

ただし、 p=流体密度、 g=重力加速度

これらの境界値問題を直接解くにはかなりの困難さを伴

が即ち、自由表面と物体表面の境界は時間とともに移動

するが、その移動量を決定するためには境界値問題が既に

解けていなければならないし、物体表面上の法線や浸水面
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積の時間変化についても考慮しなければならない◇通常上

記の問題は、摂動展開によって解くことになる。速度ポテ

ンシャル、流体速度、水面上昇量、流体圧力及び浮体の運

動が微小パラメターc（最大波傾斜）の級数で表されると仮

定する。

蚤（x,y,z,t) ＝親{tpe‘“}

tp =叩（1)+ c2'P<2) + o(l) (35) 

e = (6,6,e3) 
= €抄＋甚t2) + O(i) (36) 

a =（し，＆，＆）

＝ 函（1)+む炉＋ O(i) (37) 

p = cp(1) ＋ €2釣＋ 0（さ）（38)

(=  c((l) + c2炉＋ O{l) {39) 

ただし、む及びるはそれぞれ、並進運動と回転運動ベクトル

である。

物体に働く力は次のように表される◇

Fi(t) = f 1 nipdS (i = 1,..,3) {40) 
s 

ここで、 Sは瞬時々の物体の没水表面であり、 pは、ベルヌー

イの式で与えられる物体表面の圧力である。このように波

浪の作用を受けて動揺する浮体の応答をその平均位置の周

りに正則摂動展開し、瞬間的な物体の没水面に作用する流

体圧を積分して得られる波力を 2次のオーダーまで厳密に

評価することによって長周期変動外力 (2次のオーダーの

波力の長周期成分）が、次の 5項の和で表される。

(1)平均水面と瞬間的な波面との間に働く流体圧による

成分：

酌＝予twii{((!) —割—糾＋如）2ds
{41) 

ただし、 Cwは浮体と平均水面との交線である◇

(2)ベルヌーイ式に於ける速度の自乗項に由来する圧力

による成分：

料2)=fff元I▽tp(l) 12 dS (42) 
Sm 

ただし、 Smは浮体の平均没水面である。

{3)浮体の運動により浮体に作用する流体圧の作用位置

が変化するために生ずる成分：

戸り＝pff 元｛砂＋る(1)X 句•▽副｝ dS (43) 
Sm 

{4) 1次のオーダーの波力の作用方向が物体の回転運動

によって変化するために生ずる成分：

秤） ＝詞 Xp(l) (44) 

ただし、 p(l)は波浪強制力、静的・動的流体反力を含

む全 1次流体力である。

(5) 2次のオーダーの入射波に基づく圧力による成分：

酎＝p/／ ii(堺＋沿）dS (45) 
Sm 

ただし、 tp伊及び吟？はそれぞれ2次の入射波、 diffrac-

itionポテンシャルである。
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今、一次の水面上昇量が次のように表されるとする。

(1(t)＝況｛}:aiexp（叫）｝
i 

ただし、 a、は周波数叩を持つ素成波の複素振幅である。

この波による、 2次の波力（簡単の為、 surge方向の波力を

考える）は、次の関係式

＝ 
＋
 

況{aiexp(i叩 t)｝説{a;exp(iw;t)} 

1/2親{a、a;exp[i（叩十町）t]

ai叶exp[i（匹ー町）t]}

に注意すると、次式で表される。

砂 (t)＝況｛Eこf紺a氾jexp［恥＋町）t]
i j 

＋ここf認a、叶exp[i(wi-町 )t]}
i j 

(47) 

但し、（＋），（一）の記号は2成分波の和及び差の周波数に対す

る2次の波力を表す。しかし、低周波数成分のみに興味がある

ので、一般に右辺 1 項は無視される。今 f~;) を Gi2) （Ui11-％）
と置き換え、一方向波を仮定し (47)式の時間平均を取ると

定常漂流力は

呼＝況｛Loi2>(wi, -wi)lal} 
i 

で表される。これから、明らかに Gや (wi,-Wi)は実数でな

ければならないまたこれは、 G~2)（叩，ー町）を町とし'iの行
列と考えたときに、その行列の対角成分が定常湿流力の周

波数特性を表すことを示している。対角成分以外の成分は

一般に複素数であるが、インバルス応答関数は実数である

から、行列 Gi2)(Wi,-Wj)に対し次の関係を満たさねばなら

ない。

G~2) （砧，—％）＝ Gや（町，一叩） Hermite性

ポルテラ級数展開表示により波力をシミュレートする場

合、 2重の畳み込み積分を行わなければならないが、確率

積分表示を用いるとこれを避けて以下のように 2重和の表

現で得ることができる。

Fi2)(t) ＝ 

＋
 

~ ~cos{(wi ー町）t- （如ーも）
i J 

呼(wi,-w;)} 

x
 

(46) 

(48) 

J叩（叩，ー町）図（叩）＆（町）dw心 j

(49) 

なお、 0~2)(W1,W2)は、 Gi2)の位相である。

2次の波力に係わるその他の問題と本論での取扱い
2次の波力に関し、ポテンシャル理論の範囲内では推定法

が確立されているが、それに含まれない問題（一部含まれ

るものもある）も多々ある。ここでは、その問題の概要と

本論での取扱いについて以下に示す。

1)多方向波中の長周期2次の波力

方向波中での 2次の波力に関し、最近、宮島 (8]，井

上 [9],Kim-Yue [10]らによって、模型試験及び数値計

算による検討がなされている。それによると、たとえ

波の主方向が船首方向であっても方向波の影響によっ

てswayあるいは rollに長周期動揺が現れることを示

し、構造物の稼働効率の面及び安全上の面から問題で

あるとしている。しかしながら、この問題は将来の課

題とし、本論では単一方向波中の長周期2次の波力の

みを考える。

2) 2次のポテンシャルの漂流力ヘの寄与

波漂流力を厳密に評価するためには戸炉(t)を計算しな

ければならず、この項が他の成分に比べて有意になる

かどうかを調べなければならない。しかし、この項を

計算するためには、 2次のボテンシャル問題を厳密に

解かなければならず、容易なことではない。これを行

わないでこの成分を評価する方法 (Lighthill[12]の方

法）が既に開発されている。この方法はグリーンの公

式とハスキントの関係を巧みに使用して物体表面の 2

次のポテンシャル分布を求めることなく『:2)（t)を求め

る方法である◇この方法はエレガントではあるが、最

終結果に自由表面 (00領域）に亘る表面積分の項が現

れ、これが数値計算上問題となっている。

最近、 2次のボテンシャルまで含めて厳密に評価する

手法が、 Kim-Yue [13]、EatockTaylor士[ung[14]に

よって開発され、その結果によると、 2次のポテンシャ

ルによる定常漂流力は存在しない◇また、これが長周

期漂流力に貢献するのは、 1次の波の diffraction影響

が小さい低周波数域においてであり、 diffraction影響

が大となる中・高周波数域では 2次のポテンシャルに

よる寄与は小さくなる◇しかしながら、 2次のポテン

シャルは 1次のポテンシャルに比べて深さ方向に対し

緩やかに減衰する◇従って、没水円柱の場合は、 2次

のポテンシャルが全周波数に亘り長周期漂流力に大き

く貢献するので注意が必要である。

本論では、低周波数域では2次のポテンシャルによる

漂流力よりも後述する粘性漂流力の方が大きいので、

この影響は無視する。

3)長周期運動時の減衰力の増加 (WaveDrift(ing) Damp-
ing) 

Wichers et al. [15]及び Wichers[16]は長周期運動す

る大型タンカー模型に働く減衰力係数を自由動揺試験

より求め、波浪中での値は静水中のものより増加する

ことを示し、その増分を線形な造波減衰力と区別する

ために Wavedrift dampingと呼んだ。 Wicherset 

al. [18]及び Standinget al. (17]は、ある一定の速度

をもって浮体が前後進する際に出合周波数が変化する

が、この現象は出合周波数の変化に伴う定常漂流力の

変化に起因するとして、 driftforce gradient法を提案

した。一方、 Hearnet al. (19]は、この現象は一様流と

浮体周りの波動場との相互干渉から生じ、抵抗増加現

象と類似の現象であることを示し、 Addedresistance 
法を提案した。彼は Driftforce gradient法は確かに

wave drift現象の傾向を表すが定量的には予測できな

いことを示している。

一方、著者の一人と木下 [20]は波浪中で減衰力が増加

することに関連して、動揺速度の自乗に比例する減衰



項を含む振動方程式を取り上げ、外乱による強制力が

あると自由振動の振幅の減衰は外乱がない場合に比較

して見かけ上速くなることを摂動法並びに数値計算に

より示した。彼らの主張は、長周期運動時の減衰力の

増加は粘性に起因する、つまり粘性減衰力と外力との

非線形相互作用によるとしている。

斉藤・高木 [21]は、こうした現象を確かめるためにセ

ミサプ及び船型模型の規則波中水槽実験を行いシミュ

レーション結果と比較した。その結果、受圧面積が大

きくない surgeに対しては、粘性影響に比べて wave

drift damping影響が顕著であるが、受圧面積が大き

いswayに対しては同程度になることを示した。

本論では、この影響を模型試験により検討する。

4)粘性漂流力

波長及び波高に対し微小径の底面を持つ鉛直円柱に働

く水平波力は、一般に次のモリソン式で表される◇

凡＝ ／ー<h砂

［ 
Cm1rPが H山んg

＝一 8 
sin匹

＋ 
CdpDH払足

8 
cos wtl cos wtl] 

X { 
exp(K-(} -exp（一K-h)

~} (50) 

J:c = Cmp1r/4D2u + 1/2pD伍lul (s1) 

ここで、 U は波粒子速の水平成分、 Dは円柱の径、

Cm,Cdはそれぞれ質量力係数と抗力係数、 H山は波高、

んは波数、 Wは波周波数である。

今、戒≪ 1と仮定し、 Fェ＝ F炉＋ F炉と分解すれ

ば、 F少は通常の線形波力を Fi2)は次のように2次の

波力を生み出す。

Fエ
(2) 

［ 
C→pDザI山んg

＝一 8 
sin wt 

CdpDH;,w2 
+ ~ coswtl coswtl]((52) 

8 

この項は次のようにも表される。

Fi2) = fェlz=OX((53)  

これは、静止水面に於ける波粒子の水乎速度成分に基づ

く波力（密度）に水面上昇量を掛けたものに等しく、波

粒子の水乎速度成分が波面頂点まで分布した時の波力に

他ならない．従って、 (53)式は FreeSurface Force [22] 

と呼ばれている。水面上昇量この反位相 (90゚ 位相の

反転した）の波は、 Hilbert変換を用いると次のよう

に表される。

n(t) ＝ -LIOO叫む (54) 
1r J_oo (t -r) 

この波を用いると静止水面位置における波粒子の水平

方向速度成分 Uoは、

Uo＝り（t）＝ i/OO竿丑む
_00(t-r) 

(55) 
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で表される。同様に、加速度成分は

如＝ i（t) ＝ -2 JOO止ゎ
11" 1-oo (t -T) 

(56) 

と表される。上式から（と Uoは同位相であり、（と如は

反位相であることが容易に判る。モリソン式の cd,Cm

はクーリガンカーペンター数とレイノルズ数の関数で

あるが、ここではもっと一般に波周波数の関数でもあ

るとすると (51)式は次のようにシステム関数表示さ

れる。

fx(t) = /.釘(r)uo(t-T)む

+ T 必(r)uo(t-r)luo(t -r)ldr (57) 
T 

この置き換えを (53)式にも適用すると Fi2)は

坪 (t) = /.か(r)ito(t-r)((t -r)む

+ T 釦 (r)uo(t-r)luo(t -r)l((t -T)む
T 

(58) 

と表される。一方、 uoluolは最小自乗近似に基づくと

次のように等価線形化される。

叫 ol= { 
~Uo 規則波

注Ou。 不規則波

“。は uoの標準偏差である。また、 aはuの関数となる

から加に含めることが可能である◇従って、 (58)式は

次のように書き換えられる。

か (t) = /.釘（嘩o(t-r)((t -r)む
ァ

+ /.駈）uo(t-r)((t -T)む (59)
?• 

Uoと（との関係から、上式右辺第一項は 2成分波の和

の周波数成分を表し、第2項は slowlyvaryingな成分

を含んでいる。以後第2項のみを考察する。 (55)式の

関係を用いると (59)式の右辺第 2項は

埒 (t)=｝Jア1Lぶ悶2(（t-n)（（t-T2)dnd乃

と表される。この式は次のように定義される関数

釦(r1，乃）＝一[ 2 + 1 r h2(ri), h2（乃）

加（T2十n) （T2 +n)2 
] (60) 

を使用すると 2次のボルテラ核関数を g2とするポルテ

ラ級数の第 2項目を表している◇次のような超関数ま

で拡張したフーリエ変換公式

JOO z― me-ix国＝ーが(-iy)mー~sgn(y), (61) 

-00 
(m -1)! 

を用いると (60)式のフーリエ変換は次のようになる。

1 
G2(w1,w2) = -;[lw2IQ(w1 -w2) + lwdQ(w1 -w2)] 

4 (62) 
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ここで、 Qはg2のフーリエ変換である。

従って、モリソン式に基づく波力の slowlyvaryitngな

2次の応答関数は次のように表される．

1 
G2(w1, -w2) = 7[lw2IQ(w1 + w2) + lwdQ(wit + w2)] 

4 (63) 

もし、らが周波数に依存せず波が 2成分波であるとす

るとらは 2成分波の平均周波数の自乗に比例するこ

とになる。波が 1成分波の場合

G2(w, -w)( 
HW 2 Hi 2 

2 
) ＝ CdPdDw(64) 

12 

となり、粘性漂流力は入射波の 3乗に比例する。

本論では、粘性漂流力の定常成分を (64)式の単純加算で

評価し、変動成分に対しては以下の Newman[11]近似を用

いて評価する。

G2(Wi, —町）=:! G~(wi, -wi) (65) 

補： 2次の波力伝達関数の実験からの推定長周期の

2次の波力には、一般にポテンシャル流及び粘性に起因す

る瀑流力が含まれ、後者を理論的に推定することは難しい

が、これらはボルテラ級数の 2項目で表されることを用い

ると、実験から求めることが可能である。以下に長周期2

次波力の伝達関数 G(2)の実験からの推定法について述べる。

入射波((t)が一方向波であり、零乎均ガウス過程とする

と波力 F=F(1)+F(2)と波（との相互相関関数は次式で与

えられる。

恥 (r)=E[(F(t)平）((t-r)]= j炉 (t1)取(t1-r)dt1

(66) 
両辺のフーリエ変換から、 Wiener-Khintchineの関係より

次式が満たされる◇

知 (w)= G(l)(w)坂(w) (67) 

ここで、今は、 two-sidedの波スペクトルである。

故に

砂 (w)＝誓飼 (68) 

これは、たとえ波力に 2次の波力を含んでいても波力と入

射波のクロススペクトルから線形な波力伝達関数が求めら

れることを意味している心

次に、次のような 3次モーメントの平均を考える。

R≪F(Tt，乃）＝E[((t + T1)((t -TI)(F(t -T2)ーF)](69) 

{23)式を代入し、 g(2)の対称性を考慮すれば、上式は次の

ようになる。

知 (T心） ＝2 J J炉 (ti,t2）駁(t1+ T1 +乃）

・ R,(tz -r1 +乃）dt1dtz (70) 

パーセバルの公式より (70)式を周波数領域で表せば次のよ

うになる。

知（Tl,T2) ＝2ff血心砂(w1,wz)

坂（しり）坂(wz)exp[i{(w1 -w2)r1 

＋ （しり十四）乃｝］ （71) 

いま、 RくくFの2重フーリエ変換をクロスパイスペクトルと

定義し、そのフーリエ変換対を

知（ri,rz) = J J exp{i(U1 r1＋叫）｝

知（国叫叩釦 (72) 

知 {01，釦） ＝向JJ exp{-i.（恥＋ 0m)｝

R≪t(TI, rz)dr1 d乃 (73)

とすれば (71)と (73)式から次式が得られる◇

G(2)（W1,W2) ＝ Cい（ふ，釦）
坂(w1)S<（四）

(74) 

この結果は、実験から得られた波力と入射波の 3次の相関

関数を求め (73)式で波と波力とのクロスバイスペクトルを

求めれば (74)式より 2次波力の伝達関数を実験的に推定で

きることを意味している。

2.5 流れによる荷重

流れによる外力は、通常、潮流の自乗に比例する定常外

力として、水面下部の各要素に対し、次式で近似的に表し、

これを要素毎に加え合わせ（モーメントの場合はレバーを

かけて加え合わせる）て全体の潮流力（定常力あるいは定

常モーメント）とする。

1 
吋(t)= ~pu;cds1c 

2 
(75) 

ただし、 pは流体の密度、 Cdは抗力係数、ふは構造物の水

面下部の流れの方向の投影面積である◇

ところで、潮流には、潮汐の干満により生じる潮流と、風

によって引き起こされる吹送流がある。潮流の深さ方向の

流速分布は、厳密には海底地形、海底摩擦、水温、塩分な

どにより変化するが、これらは実測調査しないと不明であ

り、規則では深さ方向に一定とされている。一方吹送流は、

地球自転による偏向力と摩擦力を考慮して Ekman[23]によ

り初めてその特性が研究されたが、その流速は海面では風

下方向に対し、北（南）半球では右（左）に 45゚ の方向

に向かい、深さが増すにつれて次第に右に偏し、ある深さ

（摩擦深度）で流れの方向が逆転する◇この吹送流に対して

はDnV(Det norske Veritus)は近似的に次の流速分布を与

えている◇

ここで、

50-z 
Uc= Ute+ 0.017U10 

50 

• uた：潮汐流速 (m/sec)

• U10:水面から 10mの高さでの 1分間の

平均風速 (m/sec)

(76) 

• z:水面からの深さ (m)、ただし 50m以上の場合は

z = 50とする。

潮流力の算定では、先の深さ方向の一定潮流に、上式の吹

送流の流速をそのまま加え合わせて、潮流速度としている◇



2鬱6 係留力

浮体式海洋構造物は、ある特定の海域に一定期間位置保

持しなければならず、係留システムが必要になる。この係留

システムに対し明確な規定を与えているのは、現在のとこ

ろDnVとNMD(NorweigianMaritime Directorate)の2

つしかない..DnVの規則においては係留力の解析に対し、

次のようなガイダンスを与えている。すなわち、環境外力

として、風、潮流、波の三つを考え、解析は準静的または

動的な解析法としているが、その概要は次の通りである。

(1)準静的解析法

定常外力として風荷重、潮流力、平均波漂流力を、変

動外力としては波力のみを考え、それらに基づく浮体

の水平変位を次式により求める。

全変位＝静的定常変位＋動揺振幅

ただし、

•静的定常変位： 外力が働かない場合の浮体の位

置から、係留ラインからの復原力が静的外力の和

に等しくなる平衡位置までの距離。

・動揺振幅：平衡位置周りの波浪による係留点で

の水平運動振幅であり、 2時間の海象持続の間

における mostprobable largest wave induced 

motionの振幅とする。

この解析法では、外力の方向は同一とし、その最大値

も同時に起こると仮定する◇この最大水平力に対する．

係留力は、カテナリー理論に基づいてなされる◇つま

り、係留ライン自身が動揺することによって生じる動

的張力を無視する。

(2)動的解析法

この解析法では、先述した係留浮体システムの運動方

程式の時間領域シミュレーションで基本的に行われる。

この場合の係留力としては、定常外力による定常張力、

波周期と同じ周波数で係留ラインが振動することで生

じる変動張力成分、長周期運動による準静的振動から

生じる変動張力成分に分離し、それらを独立に重ね合

わせることで良いとしている◇しかしながら、それら

の張力成分間には、相互干渉があり、独立に重ね合わ

せても良いとは一概に言えない。また、係留ライン自

身が振動して生じる変動張力は、浮体の動揺によって

生じるものであるから、浮体の憤性力及び減衰力項に

含めることが可能であり、運動方程式自身には、係留

反力として非線形復原力として見かけ上作用する◇従っ

て、もし、浮体の排水量が係留ラインの総重量に比べ

てかなり大きければ、係留ラインが動揺する事によっ

て生じる変動張力成分は運動方程式中では無視される◇

3
 

との比較楓討

先の節で、時間領域のシミュレーションによる浮体係留

システムの動揺及び係留力予測法の現状を紹介したが、各

項目に対し問題点がないわけではない。そこで、以下に各

項目に対し、実海域実験で何がわかり、シミュレーションに

よる推定結果とどの程度一致するのか検討する。
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3.1 変動風及び風荷重に対する検討

海上における風は風速・風向ともに変化している。風速

は一般に平均風速と変動風速に分けて表現され、最大風速

とは平均風速と変動風速の最大振幅を加え合わせたものを

意味する。変動風速には水平成分と垂直成分とがあるが、橋

梁のように三次元空間内に存在する構造物と異なり、海上

の浮体構造物に働く外力としては水平成分力（主流方向と

それに垂直な方向）が主として問題になる。平均風速はあ

る評価時間 (EvaluationTime)の主流風速の平均値である

が、その時間は各国さまざまである。最近では、日本やアメ

リカのように 10分間をとるところが多いが、英国のよう

に1時間をとるところもある。ポセイドン号の実海域実験

では、海洋構造物の設計に関し、今まであまり重要視され

なかった風による外力を評価するため、海上風の特性と風

圧力の計測を行った。海上風は、浮体海洋構造物の挙動及

び操船に大きく影響を及ぼす。海洋構造物に働く外力は主

に波浪によるものであるが、風が外力の支配要因になる場

合がある。風は、一般的に定常風と変動風に分けられ、変

動風の有意なパワーは低周波数域にある。一方、海洋構造

物の動揺の同調周波数は、波の有意なパワーの周波数帯を

避けるために 20秒から 10分といった低周波数域にくる

ように設計される。従って、海洋構造物の動揺と変動風に

よる外力とが同調する可能性があるわけである◇

いままでに、変動風のスペクトルとして数多く提案され

ているが、それらの多くは陸上の観測データを基に提案さ

れたもので海上風のスペクトルとして使用するには不十分

であると言われている◇特に、海洋構造物の設計上重要な

低周波数域のパワーにおいて、実測スペクトルと設計指針

等で推奨される Davenportあるい日野などのスペクトル形

とは大きく食い違っている心

そこで、海上風はどのような特性を持ち、それによる風

圧力（風荷重）はどのように推定すれば良いのかをポセイ

ドン号による日本海における実海域試験で調査した。以下

にその結果を報告する◇

3.1.JL 海上における変動風の特性

ここでは、ポセイドン号の水面上 19.5mの位置にとり

つけられた 3軸超音波風速計のデータから、日本海沿岸部

における海上風の特性を調べた。ポセイドン号の船首方向

は、 292.5度 (WNW)の方向である。この方向は、冬季

には波の主方向（波の周波数スペクトルピーク周波数での

波の方向と以後定義する。）に一致する。実験海域は、北

緯 38°4l4'14"、東経 139°40'01"、山形県由良漁港沖 3km

沖合いの地点である。風速計の仕様及び性能については前

報 [24]を参照されたい。

主流方向の変動風スペクトル

実測結果 強風時における平均流方向の風の変動は一般

に0.001時間から 1000時間ときわめて広範にわたるが、こ

こでは、ガストと呼ばれる 0.001時間から 0.5時間の周波

数範囲にエネルギーが分布する変動風速、いわゆる大気乱

流の強風時におけるパワースペクトル密度関数に着目する◇

なお、強風といっても台風の場合と季節風の場合とでは風

の変動性が異なるが、ここでは空間的一様に近い冬の季節

風による強風を対象に調べた。解析対象としたデータは、主
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に1988年 11月 10日11時50分から 43時間の連

続計測データである。解析データ数は 3600 (1時間）、

サンプリング時間は 1秒、 30分のラグをつけて総計87

ケースを解析した。スペクトル解析はすべて自己回帰法 (A

R法）を使用し、周波数分割数は 256とした。解析時間

を1時間とした理由は、以下の通りである。

変動風の長時間スペクトルの特徴と計測時間の選定

Fig. 1は、 1988年 11月1O日の計測データの中のある

一時間の時系列データを用い、解析時間を 10分間と 60

分間とに変化させた時に変動風スペクトルがどのように変

化するかを示した一例である。実線が解析結果、一点鎖線

及び点線は Davenport及び日野のスペクトル、破線は後ほ

ど示す著者によるスペクトルである。なお、スペクトルは

バワーで割って無次元化してある。この図から変動風スペ

クトルは計測時間に大きく依存することが判る◇すなわち、

1 0分程度の計測データを使用して解析した場合、低周波

数域を除いて Davenportあるいは日野のスペクトルと良く

一致するが、計測時間が60分と長くなるとそれらの既存

スペクトルから大きくずれてくる。一方、後述する著者らの

スペクトルは計測時間が変わっても実測スペクトルを良く

表している.Fig. 2は、同じ日のデータを用いて 1日(24時

間）の変動風スペクトルを求めた結果である。周波数分割数

は8,192であり、スペクトル解析には Blackman-Tukey法

を使用した。この図からおよそ 35分から 1時間（周波数で

2.39 ~ 4.78 X 10→Hz) と7分 (2.4X 10-3Hz)近くにエ

ネルギーギャップの存在が認められ、 10分(1.67X 10・・3Hz) 

付近と 10 秒 (O.lHz) 付近に小さなスペクトルピー•クが認

められる。また周波数の―§乗に比例して減少するいわゆる

Kolmogor,四の慣性小領域がかなり広範囲に広がっている<>

このように変動風スペクトルは計測時間に依存し、かつか

なり広範囲のスペクトルである。従って、長時間にデータ

を解析する場合、風の定常性も含めて計測時間が問題にな

る。計測時間の選定として最も有効な方法は、エネルギー

ギャップを利用することである。現に気象庁の解析では、 7

分程度のエネルギーギャップを考慮して計測時間を 10分と

している。今回の場合、ポセイドン号の長周期運動（周期が

80秒程度）に及ぼす風の影響及び7分付近にエネルギー

ギャップがあるにもかかわらず、慣性小領域が 0.5時間まで

延びていることを考慮して解析対象時間を 1時間とした。
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Fig. 2: Varying wind velocity spectrum of one day 

なお、ポセイドン号で計測された変動風にはポセイドン

号の動揺の影響が含まれるのでこの影響を除く必要がある。

これは、計測された動揺のデータから風速計設置位置での

動揺を推定して行った。

変動風スペクトルの特徴 Fig. 3, 4及び Fig.5に変動

風スペクトルの代表例を示す。この図から以下のことが判る。

1) ARモデルによるスペクトルは従来の Blackman-Tukey

法によるスペクトルに比べて高安定で、スペクトルの

形状を把握する上で優れている。

2) wが 0.1rad/sec付近に Kolmogoro"が提唱した慣性小

領域が存在する。

3) 10秒付近にスペクトルピークがあり、ポセイドン号の動

揺影響を除去しても 30％程度下がるだけでピークは

残る。

4)低周波数域においてはスペクトルはほぼ一定値に漸近す

る傾向を示す。

5)実測スペクトルは Davenportあるいは日野が提案したス

ペクトル形とかなり異なる。この原因は、評価時間及

び海面と陸上との roughnessの違いによるものと考え

られる。

6) Fig. 5から判るように変動風スペクトルは、乱れ強さ I

（変動風の標準偏差と平均風速との比）に大きく依存

し、 Iが大きくなるにつれてスペクトルピーク周波数が

低周波数側に移動する。

新提案変動風スペクトル 1) Kolmogoro"の慣性小

領域の存在、 2)Taylorの乱れの凍結性に関する仮説、 3)

大気は安定で、接地層仮定が成り立つ、 4)周波数が十分
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低いところで、スペクトルは一定値に漸近することから理

論的に導かれた変動風スペクトルを表す新しい式として次

式が得られる。

a: 

苧
X
 

ここで、 aは

＝ 
＝ 

＝ 

＝ 

三、、

0.4 751X(l＋炉）-5/6

f/a 

6.23 X 10―2（叫I(1u)3a312Ul9.51

6.23 X 10―2(✓可；/1)3a312Ul9.5, 

2 ・ 2 
Ta = PaCDUi9.5 = Pa叫

(77) 

(78) 

である。ただし、 U19.Sは海面上 19.5mの高さにおける乎均

風速、'uぶ海面の摩擦速度、 (JUは変動風の標準偏差である。

I(= cru/U19.s)は乱れ強さである。

一般に流れの中に置かれた物体は、流速の自乗に比例し

た抗力を受ける。流れに平行な壁面が受ける抵抗も同じで

ある 4，ただ異なるのは比例係数である。大気境界層におい

ても同様な表現を用いることができる。すなわち、境界層

の内部がどうあれ、境界面に作用する風による応力Taは次

式で表現される。

(79) 

これをバルク則と呼ぶ。 ((78)式に書き換える際にこの関

係を使用した）なお、 CDは、海面の摩擦係数である。

このとき、スペクトルピーク周波数fpは (77)式より次式

から求められる。

fp =犀a (80) 
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Fig. 5の破線は観測された fPと(IUを用いて上式から推定され

たスペクトルを示す。実測スペクトルと上式で推定したスペ

クトルは良く一致している◇また、推定スペクトルは、乱れ

強さの増加とともにスペクトルピーク周波数が低周波数側に

移動することも表している。この結果から、実測スペクトル
は(77)式で近似できると考えられる。 (77)式は2つのパラ

メータ、すなわちスペクトルパワーとスペクトルピー・ク周波

数を有している◇ （なお、その他、平均風速及びKolmo,9orov
定数も未知数であるが、実測結果から Kolmogorov定数 a
は、ほぼ 0.35であり、平均風速は既知であるとして論を進
める）

そこで、これらの 2パラメータについてその特性を調べ

てみる。

トルピーク周波数 (78)式と (80)式から、ス
ペクトルピーク周波数は次式で求められる。

fp = 0.0155U19.5c3/2 
I3 D 

(81) 

Fig. 6に上式から計算された水面の摩擦係数 cDを、平均風

速 U19.sを横軸にとり示す。この図から摩擦係数は、平均風

速とともにいったん減少し、平均風速が 17m/secを超えて

大きくなると徐々に増加することが判る。そこで、平均風

速が 17m/sec以下の時は摩擦係数は平均風速のべき乗に反

比例し、 17.5m/sec以上の平均風速に対しては直線的に増

加すると仮定すれば、最小自乗法により次の実験式が得ら
れる。

CD = ｛ °.1/Uば asu19.5 < 17m/sec 
0.065 X 10―3U19.s as Uu.s > 17m/sec 

(82) 
これは、 Fig.6に実線で示されている。

一般に、水面の摩擦係数 CDは、強風時の場合平均風速に

比例して増加すると言われている。 Fig.6の結果は、摩擦係

数の平均風速依存性を支持しているようである◇この依存性

の表現式として、すでに Geernaertet al. [25],Garrntt (26] 
及び Wu[27]らが個々に提案しているが、代表的な表現式

は、 Geernaertの式：

10℃.v = 0.65 + 0.067U10 (83) 

である。この式は、水面上 10mの位置での平均風速 U10の
表現になっており、平均風速 U10が5から 25m/secに対し、
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friction velocity 

ほぼ Cb= 0.985 ~ 2.33 X 10一3のオーダーである。今回の

観測結果は、その範囲に入っている。

{82)式から最終的にスペクトルピーク周波数 fpは次式か
ら求められる。

4.9 X 10―4u-1.37戸弱風時

fp = { 8.1 x 10ー9u息r3 強風時 (84) 

この式は、平均風速が ul9.5< 17 m/secの範囲の時、スペ
クトルピーク周波数が、 U炉れ・3に反比例すること意味して

いる。それ故、平均風速及び乱れ強さが増加するとスペクト

ルピーク周波数は低周波数側へ移動することになり、 Fig.5 
の結果と一致する。

変動風の標準偏差 Monin-Obukho'lJ［28]の相似則に従

うと、変動風の標準偏差は摩擦速度に比例する。

“／叫＝ const. {85) 

この式の有意な点は、摩擦速度叫から直接変動風のパワー

（標準偏差の自乗）が見いだせる点にある。

Fig. 7は標準偏差 Uuと摩擦速度叫の関係を示す◇摩擦速

度は、鉛直方向のモーメンタムフラックス<uw>から直接
求められる。実線は、最小自乗近似直線である。

この図から、摩擦速度が 0.4m/secより小さい範囲を除
いて、標準偏差は、摩擦速度に対し直線的相関を有してい

ることが判る◇強風時には当然摩擦速度は大きくなるので、

“/U寧はほぼ一定であるとして近似しても十分であると考え
られる。すなわち今回のケースも Momか Obukhovの相似

則は満たされる。このとき、最小自乗近似により次の関係
が求められる。

“~ 3.4年 forhigh wind velocity (86) 

Forristall [29]は、 WESTSOLE固定式プラットフォーム

上の高さ 13~85mでの風速のデータから (Ju／叫の値とし

て 2.78士0.29であると報告している。また、 Geernaertet 
al. [25]は、北海での高さ 33mの位置での風速データから

それは、 2.24であると報告している。今回の結果は、彼ら

の結果よりもわずかに大きい。

(85)式は、もし摩擦速度が求まれば変動風スペクトルは

決定されることを意味している。というのは、摩擦速度と海
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面上の摩擦係数とは一対ーに対応するからである◇すなわ

ち、鉛直方向の風速分布が対数則に従うのであれば、摩擦

速度は吐＝ CDU{9_5で与えられるので、変動風の分散（標

準偏差の自乗）は次式で与えられる。

社＝｛ 1．19Uf点 弱風時
0.774 X 10―3ut9.s 強風時

(87) 

これは、強風時には変動風のパワーは平均風速の 3乗に比

例して増加することを意味している◇

新提案スペクトルの信頼性と他のスベクトルとの比
較 新提案スペクトル (77)式の信頼性を調べるために、摩

擦速度をスペクトルを利用して間接的に求め、直接モーメ

ンタムフラックスから求められるものと比較する。また、あ

る強風時の変動風スペクトルに対し、新提案スペクトルで

推定したスペクトル、実測スペクトル及び他の提案スペク

トルとの比較も行う◇

Fig. 8は、両者の比較を示している◇黒丸印は風速生デー

タを使用して鉛直方向のモーメンタムフラックスより直接

に求めた摩擦速度であり、黒三角は変動風スペクトルから

間接的に求めた結果である◇両者はほぼ良く一致している

ことがわかる◇これは、 (77)式のスペクトル形が今回の実

験海域の変動風スペクトルを表す式として妥当であること

を意味している◇

次に、今回提案した式を用いて、ある強風時の変動風ス

ペクトルを推定した結果と、主要な全世界の計測データの

平均線として求めた Ochi-Shin(30]のスペクトル及びその

ほかの代表的な提案スペクトルと比較する。

比較の対象としたデータは 1988年 12月 14日のあ

る1時間の風速データである。この時の平均風速は 22.208

m/secであった o Fig 9は比較結果を示している◇この図で

太実線は、計測スペクトル、太破線は今回提案した式を用

いて推定したスペクトル、細線は、 Ochi-Shinのスペクトル

を含む代表的なスペクトル形である◇この図から、計測ス

ペクトルと今回提案した式を用いて推定したスペクトル形

は非常に良く一致することがわかる。他の代表的なスペク

トル形の中では、 Ochi-Shinのスペクトルが比較的良く実

測スペクトルと一致している。

変動風の統計的性質とガストファクター

Fig. 9: Comparison among measured wind spec-

trum, present proposed spectrum and other spec-

trum forms 

1/n最大風速の平均と異常値 変動風の確率特性及び

最大風速の期待値の予測法について調べる。

1988年 11月の臨時データの 1時間データ 87ケー

スを解析した結果、分布の歪度 (skewness)は平均が0.057、

その標準偏差、 0.213、尖度 (peakedness)は平均が、 2.78、

その標準偏差は 0.286であった。統計的検定理論に従うと、

有意水準を 5％とするとき、標本歪度が 0.08以下でなけれ

ば「変動風の母集団は正規である」という仮説は棄却され

る◇今回のデータの場合、上述の仮説を棄却できないもの

は87ケース中わずか 35ケースでほとんどが上述の仮説

を棄却できるという結果になった。従って、変動風の確率分

布は、平均値に対して非対称で裾はそれほど長くないガウ

ス分布と同程度の分布であると考えられる。すなわち、変

動風速は準正規過程である。一例として、風速の瞬時値分

布と Oram-Charlier展開の 3項近似（歪度まで考慮）で表

した分布曲線を Fig.10に示す◇この図から、風速の瞬時値

分布は正規分布から僅かにずれていることが判る。

次に極値分布について考察する。狭帯域仮定の基では、極

値分布はレーレー分布になるが、変動風速の極大値分布は、

Fig. llOからも判るようにガウス分布とレイリー分布の中間

分布である。図中の黒丸は、スペクトルモーメントからバン

ド幅パラメータを求め、 Cartwright-Longuet-Higginsの式

から推定した極値分布である。これは実測ヒストグラムと

良く一致している。 Fig.11はスペクトルバンド幅パラメー

タと乱れ強さの関係をプロットしたものでる。この図から

バンド幅パラメータは 0.91から 0.98に分布しており、平均

は0.95である。従って、極値分布は非常にガウス分布に近

いことが判る。

Fig 12に極大値及び極小値の 1/n最大期待値U1/nを示す◇

この図より極大値の 1/3最大期待値 u1/3は（1.44士0.06)“

の範囲、 1/10最大期待値町／10は (2.144士0.15)cruの範囲に

あることがわかる。これらの値は、レイリー分布の場合の

2.0 (for tt113)、2.546(for Ut/10)に比べてかなり小さい。

また u;1/＇3と U1/1oの平均値を用いて Longuet-Higginsの結

果よりバンド幅パラメータを求めると 0.95となり、スペク

トルモーメントから求めたバンド幅パラメータの平均値と
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良く一致する。このことは、スペクトル形が決まれば 1/n

最大期待値は予測できることを意味している。しかし、瞬

時値分布が正規分布からずれるにもかかわらず極値分布の

予測には正規分布であるという仮定がなぜ成立するのだろ

うか？ これは非常に難しい問題であるが、乱流理論によ

るとエネルギー等分配を伴わない領域が存在するからであ

るとされている。しかしながら、この領域は高周波数域に

あると言われており、工学的に重要な低周波数域では変動

風は正規過程で表されるとしても十分であると考えられる。

ガストファクター 工学的には、風の乱れの影響を最

大瞬間風速 Uma:,;＝Umean + Umaェをもって代表させ最大

風荷重を次式で推定する方法が用いられる◇

Fmaz = 0.5pU~a:cS (88) 

Fig. 10: Peak distributions of wind velocity fluctua-

tion 
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fluctuation 

ここで、 Sは主流方向の構造物の投影面積である，，

一般に、 Umazを推定する場合、ある高さの位置での平均

風速 U:eに次式で定義される突風率（ガストファクター） G 

をかけて推定する方法が取られる◇

Umaェ＝ GxUz

最大瞬間風速とは、観測時間内における変動の最大ピー

ク値を意味している。それゆえ、それは計測時間ばかりでな

く風速計の応答スピードにも大きく依存する..応答スピー

ドはサンプリング時間内での風の変動を平均する時間と解

釈できるので、それは平均時間あるいは評価時間と見なす

ことができる。ちなみに｀今回使用した 3軸超音波風速計

の応答時間は 20Hzであり、気象庁が報告している最大瞬

間風速とは2~3秒の応答時間を用いたものである。

ガストファクターの予測法として、観測結果から実験式

を導く方法とランダム統計理論を用いる方法とがある。こ

こでは、後者の方法を採用する。

Cartwright-Longuet-Higgins [31]に従うと、ゼロ平均定

常正規過程の計測時間 T内の最大極大値は近似的に次式で

表される◇

Umax＝⑫gu｛亭＋2 
1 

2 0n{N) 
} (90) 

計測時間 T内での極大値の個数 Nは次式で与えられる。

ここで、 !02は

fo2 = 

N = Jo2T, 

f J2ST,11(f)df 

J Sr,s(f)df' 

であり、 Tは Euler定数 (0.5772)である。また、計測時

間T、評価時間 sでの変動風スペクトル ST,sは、次のよう

に瞬時値のスペクトル名にバンドパスフィルター F(T,s) 

をかけたものになる。

ST,s = F(T, s)Su(f) 

(89) 

(91) 

(92) 

(93) 

ここで、ふはサンプリング時間△t(<<s)で計測された変動

風スペクトル、 F(T,s)は次式で定義される。

sin(wT/2)121.,,sin(ws/2)12 
F(T,s) = [l -{~}""] x {~} 

(wT/2) J J "  l (ws/2) 
(94) 
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Fig. 14: Contour of gust factor 

(89)、（90)式から

工

G(T,s)=l十汎I{J面而＋ ~} (95) 
] 

｝ 

が得られる。この式からガストファクターは乱れ強さとと

もに直線的に増加することが判る。

Fig. 13は各 T,sに対する G(T,s)の結果である。この結

果から、平均風速が !Om/sec以上では、計測時間が長くな

ると多少ばらつきが大きくなるものの、ガストファクターは

ほぼ一定値であるやそこで、平均風速 !Om/sec以上のデー

タに対して平均化処理を行い、 T-s平面にコンターとし

てプロットしたものがFig.14である。この図から計測時間

が長くなると Gは大きくなり、評価時間が長くなると減少

することがわかる。 Fig.15は計測時間が 1時間の時の各評

価時間に対する実測の G（白丸）と (95)式から予測した G

（黒丸）を示したものである。平均風速 lOm/sec以上では

両者は非常に良く一致している。従って、スペクトル形が

定まれば (95)式からガストファクターは予測可能である。

3ふ 2 風荷重の推定

実海域での風圧の計測 ポセイドン号では、 Fig.16に示

す位置に風圧力計測孔を設け、導圧管により計測室に導き

差圧センサーで前後及び左右方向の表面圧力差を計測した。

導圧管の内径は 8mm、長さはそれぞれ 26mである。この

計測システムの時定数は、 0.6秒であり、今回の主目的であ

る60秒以上の長周期変動風圧を計測することには問題がな

Fig. 16: Me邸 urement of wind pressures 

い。 Fig.17は、船首方向の風圧差の観測結果と模型試験結

果の比較を示したものである。図中の実線は、平均風速万と

圧力差に次の関係式

△Pェ＝号Cpず cosa (96) 

△Py =生Gp万2sin a (97) 
2 

が成り立つと仮定し、圧力係数 Gpを1.3とした結果である。

万は、風圧孔の高さにおける平均風速である。 Paは大気の密

度である。また、模型実験結果は、 1/25の相似模型を用い

た風洞試験結果である。この図より、模型実験結果の方が

ばらつきは大きく、幾分模型試験の△Pツの圧力係数は過小

ぎみであるが、両者はほぼ良く一致している。また、計測

された風圧差から求めた変動風圧の時系列と風速の変動成

分から P = PaらUuにより推定した変動風圧の時系列の比

較を Fiig18に示す。この図から、両者はほぽ良く一致して

おり、風速から変動圧を推定することが可能であることが

わかる。

変動風が動揺に及ぽす影響

疇の輝 Fig. 19は、 sway方向の風速成分、圧力

差及び動揺の時系列を示したものである。この時の自然条

件は、平均風速が 13.8m/sec、平均風向が、ポセイドン号



26 

随 sc“ooxp-t 
＇ヽ'’

.,＂-••1バV
• "‘-!l>Iバ•V -．．

 
、-
9
9
4
.

・`戸
．．
 

~. 

1

9

 
．
 

1
,
 .. 

｀
 
．

．

 ＇ ．
 

．
 
．` 

Fig. 17: Comp紅 isonbetween model test results and 

at-sea experimental ones with respect to ste叫 ywind

pressures 

(
&
o』

n
s
s
e』

d

4匹

゜

0』

n
s
s
o』
d-

魯

゜

。

5
 ゜

A
:
>
u
a』鸞』
0
0

ヽ¥11> 
｀`
 
I
I
I
 

＼

ー｀
 

r
 

ー

J
 
，＇ ‘̀ ̀`̀ 

＼
 

＼
 

ヽ
ヽ
ヽ
ヽ

｀
 

ヽヽ
ヽ
ヽ
ヽ
ヽ

呼。-3

180 

10-2 
f『equency(Hz)

1
1
1
,
 

＼
 

，
 

ルん

MEASURED 

＇ 2 
枷

3
 .“

 
日`》 5

4匹

゜
CALCULATED ， 

2 
釉疇

4
 

（呻） 5 

Fig. 18: C omparison between measured wind ]pres-

sures and estimated ones 

゜

(
6
R
p
)
魯s
e
q
d

-18~。-3

£ 
.... a 
一 Fig. 20: Simple coherency and phase between wind 

pressure in sway direction and sway motion 

戸竺伽丹，が嶋ぃ-1
〗ドニ＿r・ハ～心_1外

(m:-...口-吟I
釦 にい）
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船首より左舷側へ 104゜、有義波高が 0.3mで、風が支配的

な状況であった。この図から swayに非常に長い（数分から

数十分のオーダー）動揺成分があり、その変動は、風速成分

及び風圧差の時系列と良く対応していることが判る。そこ

で、風圧差と swayとのシンプルコヒーレンシーを調べた。

この関数は、一入カー出力系を考えたときの線形相関の程

度を周波数ベースに表わしたもので、通常のクロススペク

トル解析から求められる。 Fig.20はその結果である。図か

ら、 100秒以上の周期成分については、風圧と浮体の長周期

運動は、ほぽ線形関係にあり、その範囲では振幅特性はほ

ぼ一定、位相もほぽ 0であるから周波数特性を持たないこ

とがわかる◇即ち、変動風と swayは比例関係にある。

正面風の影響 平均風向が、船首方向である場合のsway
方向の風圧差と swayの時系列の一例を Fig.21に示す。こ

の図から、 swayと風圧差の時系列は、よく対応しているこ

とが判るウまた、 Fig.22にこの時の風圧差と swayとのシン

プルコヒーレンシーを示す。この図から、 100秒以上の長

周期域でのコヒーレンシーは 1に近いことから、風向が船

首方向であっても swayの長周期運動は生じ、この原因は、

風向（平均流方向）に対する横方向の変動風によるものであ

る。なお、 Fig.23にsurge方向（即ち平均流方向）と sway

方向の変動風スペクトルを示す。この図から surge方向及

び sway方向ともに同じ程度のパワーを有し、 Davenportや

日野のスペクトル（陸上風のスペクトルを表す代表的なス

ペクトル）よりもスペクトルピーク周波数は低周波数側に

シフトしており、前述した新提案変動風スペクトル形に近
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いことが判る。この現象は、海上においては、一様等方性

乱流の特性が低周波数域でもほぼ成立し、風向によらず変

動風のパワーは surge及びsway方向ともにほぼ同じになる

ためである。したがって、たとえ平均風向が surge方向で

あっても sway方向に対し surge方向と同じ変動風が作用

し、それによって swayの長周期運動が誘発される。

風荷重の推定 風荷重は、主流方向の平均風速を可、変動

成分を u及び横方向の変動成分を＂とするとポセイドン号

の場合、主流方向に働く風荷重 Fl”及び主流方向に直角な方

向に働く風荷重 F2”は、次式で評価される。

Ft(t) ＝号S19ら（『＋如＋記）（98)

Ft(t) ＝ Efs2gC元
2 

(99) 

ここで、 s.(i= 1,2)はそれぞれの方向の投影面積である。

結果 日本海沿岸の海上風のスペクトルは、スペクトルの

パワーと無次元スペクトルのピーク周波数で完全に規定さ

れ、それらは海面の摩擦係数と強い相関があることが判明し

た◇またスペクトル形は、 Karmanモデルと呼ばれる風乱流

のスペクトル形でほぼ表される。この形は、既に Harris[7] 
や日野 (6]によって提案されているが、そのパラメータ推定

に違いがある。

工学的には、ある時間内の最大風速あるいはガストファ

クター（最大風速を平均風速で割ったもの）も重要である。

これは、与えられたスペクトル形と変動風過程はガウス過程

であるとの仮定を導入すると線形ノイズ理論により求めら
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れる。この方法による推定結果と実測値は良好に一致した。

風荷重に対しては、準定常仮定の下に圧力係数 cPを1.3に

するとモリソンの抗力式より求められる。ただし、乱流特

性を考慮して、たとえ平均風向が船首方向であっても横方

向の変動風荷重を考慮しなければならない。

3。2 海洋波の特性とスペクトル

海洋波の特性を表すために、一般に周波数スペクトルと

方向スペクトルが用いられる◇方向スペクトルとは、周波

数と波向に対する波エネルギーの分布状態を表すものであ

る。この方向スペクトルが波浪中の構造物の動揺にどのよ

うに影響するかが、最近重要な関心を集めているが、これ

まであまり観測されたデータが少なく、方向スペクトル自

身の特性及びその動揺への影響については不明な点が多い。

そこで、実海域実験において観測されたデータを下に調査
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3.2.1 方向スペクトルの特性

計測と解析 方向スペクトル S(f,X)は一般に一方向波

スペクトル（周波数スペクトル） Sく(f)を用いると次のよう

に表示される。

S(f,x) =坂（f)D(f,X)

Fig. 

probes 

24: Coordinate system and position of wave 

(100) 

ここに、 Dは方向分布関数で、次のような正規化の条件が

課せられる。

J.'" D(f,x)dx = I 

゜方向スペクトルの計測にはいくつかの方法がある。今回

の実海域実験では 3台の波高計アレイによる方法を用いた。

計測に用いた波高計は、海底設置型の送受波器を持つ大水

深型超音波式波高計である。波高計の仕様等は前報 [24]を

参照されたい。波浪観測地点は、由良港沖合い 3kmの海

域（ポセイドン号船首側約 180m前方の地点）であり、水

深は 43mである。当初の予定では波高計の配置は、直線ア

レイとする予定であったが、実際に設置した結果は、直線

に近い三角アレイとなった。方向スペクトルの推定法とし

て、少ない波高計アレイでも比較的高分解能を有する最尤

法 (MaximumLikelihood Method)を用いた◇

Fig. 24に波高計の配置状況と方向スペクトルの解析に用

いた座標系を示す。なお、実際の解析に使用する前に、本波

高計アレイによる方向波の推定精度について数値計算により

検討してみた。その結果、波周波数が O.llHz（周期 !9.1秒）

より長い波に対して推定誤差 10％程度で推定できること及

び精度は波の入射角が直角に対し士30°以内ではほとんど変

化しないことが判明した。そのため、有義波周期T111139.0
秒以上の波浪データを解析対象にした。

{101) 

波浪データ 今回解析に使用したデータは、典型的な冬

型の低気圧の通過に伴って風波が急激に発達したときに収録

した連続記録データ（サンプリング時間 1秒）であり、解析

は連続したデータを 30分毎に分割して行った。 Fig.25に

各データの有義波高 H1/3と有義波周期 TH1/3の経時変化を

示す。ここでは、 Tn113~ 9.0秒の場合として総計 1312ケー

スを解析の対象とする。 Table1は収録時間中で最大の有義

波高を記録したときの風と波の統計量を示したものである。

11_1, sec 
D71217 

10~~... ··········••....... !.... 
.．_-

．．．．． ．．．．．．． 
T●I I> ...... 
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ol 1 1 1,  
10 20 o・ hour 
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。
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Fig. 
． 

皿 nutes

Changes of H113 and TH113 in every 30 

Table 1: Characteristic values of measured data 

D71217 D80202 D81214 D91119 

Date 87 /12/17 88/02/02 88/12/14 89/11/19 
Data Length(hour) 22.4 24.7 30.1 47.1 
saヽple 35 23 30 44 
n,、s（璽） 7.29 6. 87 5. 88 6. 64 
TIII ヽ• (sec) 11.10 11.39 10. 85 10. 70 

u,゚．.(111/s) 18. 52 15.65 21.10 20.40 

lind direction llN9 "" 9S9 "’ F. 7.5x10" 1.3x10• 2.9Xl0'4.5xIO' 
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Fig. 26: Change of frequency wave spectra in every 

two hours 

いずれも一様な風が長時間吹き続けた時の風波であり、

D71217で記録された有義波高 7.60mは今回の実海域実験

で観測された最大のものである◇表中の無次元フェッチ F*

は Wilsonの経験式 [32]より推定したものであり、今回解

析に用いたデータの F1よ102から 1がと比較的大きいもの

であることがわかる。

周波数スペクトルの特性 今回の解析対象とする波浪

データの有義波周期は最大で 12秒であり、浅水影響が無

視できない◇なお、水深 hと波長 Lの比によって深海波

(0.5 < h/L)、浅海波 (h/L< 0.05)及び両者の中間的な領

域として Intermediatedepth wave(0.05 < hf L < 0.5)に

分けられる。今、周期として有義波周期をとれば、今回の

波浪データはほぼ Intermediatedepth waveに属すること

になる◇さらに、日本海という閉鎖海である点を考慮する

と、この海域で計測される波は典型的な有限フェッチの風波

に属する。こうした条件にあう波の周波数スペクトルがど

のような特性を持つのか調査した。

Fig. 26は、代表的な例として D80202,D81214のデータ

について波の発達がピークを迎えるまでのスペクトルの変

化を 2時間ごとに示したものである。なお、ここで示すもの

はいずれも No.1波高計より取得されたデータであり、スペ

クトル解析にはARモデルを使用した。図から次のことが

わかる。スペクトルの高周波数側にある種の乎衡領域、つ

まり砕波などによりこれ以上の波が存在しない限界が存在

しそこでは、スペクトルが J―4に比例する形状を持ってい

る。こうしたスペクトルの乎衡領域の存在は多くの観測所

から支持されており、 Phillips[33]によりその領域ではスペ

クトルが/3gf―5の形状を持つ (/3は定数、 f―5則）とされて

きた。この f―5則は風波の代表的スペクトルとしてしばし

ば用いられている Pierson-Moskowitz、JONSWAPスペク

トルなどの表示式に取り入れられてきたが、今回の結果で

は、平衡領域の形状としては f―4に比例することになる。

この f―4則について少し検討してみる。この則は鳥羽に

より理論的に示されたもので、次式で表される風波の 3/

2乗則に基づき見いだされたものである。

H* = AT*312 {102) 

ここで、 Aは経験定数、 H＊と T*は無次元値であり、

H* = gHl/3は，T*= gTn113／叫

10 
4 

H 
＊ 

10 3 

102'I'1 

101 1'02 103 T* 

Fig. 27: Verification of 3/2 power law using mea-

sured data 
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で表される。ここに、叫は海面の摩擦速度である"Fig. 27 

は風波の 3/2乗則を検討した結果である。これは、 19 

87年 11月から 88年 3月、 1988年 10月から 89

年 3月並びに 19 8 9年 10月から 12月の期間の定時計

測 (1日4回）で有義波高が lmを超えたケースについて

解析した結果である。ただし、 CD=0.0016（これは実測

結果の平均値を用いた）である。さらに 3/2乗則に対す

る浅水影響を調べるためにパラメータa(=h/(gTki13 /21r)) 

によるデータを分類した。図中の実線は、鳥羽が風洞水槽、

海洋観測塔などのデータから見いだした結果であり、 (102)

式の Aが0.062に対応する。この図より、風波の 3/2乗

則は T事が大きいところ（低速風域）で鳥羽の直線からずれ

ているが、強風時である T＊が小さいところで良く一致して

いる。従って、季節風のような強風時の場合、鳥羽が提唱

した風波の 3/2乗則がほぼ成り立ちスペクトルは高周波

数側で f―4に比例する形状を持つと考えられる。

周波数スペクトルの新提案式 波の発達がほぼピーク

に達したと思われる時点までの周波数スペクトルのピーク値

坂(Jrp)をS*＝坂(fp)fp/H払で無次元化し、 S事をaでプ

ロットしたのが Fig.28である。なお、 S＊の値は、 3台の波

高計の平均値である。比較の為に次式で表される Modified

JONS'WAPスペクトル (M-J)のがを種々変えたときの S*

を示す。

S'pM = o.11HiTv(Tv f)―5 exp{ -0.44(Tv f戸｝
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＝ 0.07 
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SpM  ・F ・"'( exp {-(1,296/Tvー1)2/2(1'2}

for f <—• ー 1.296Tv
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(103) 
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ここで、 SpMはISSCスペクトル、 FはJONSWAPとISSC

スペクトルとの面積比、 7はピーク倍率係数である。この図

から、日本海での風波スペクトルを表す場合、北海などで

標準的に使用される'Y= 3.3ではなくて、 'Y= 2.0を用いた

方が良いことが判る。また、船舶の分野で良く使用される

ISSCスペクトルでは、実際のスペクトルのピークを過小評

価する。

方向分布関数の特性

Fig. 30: Example of directional function 
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解析例 方向スペクトルの代表的な例として、 D80202

のデータの解析例を Fig.29に示す。図から、方向スペクト

ルの推定結果は、明瞭なピークを有しており波のエネルギー

の最も集中した方向はWNWであることがわかる。このケー

スではWNW方向から平均風速 15.......,20 m/secの風が 12時

間吹き続けており、波スペクトルピーク周波数付近の波は

ほぼ風と同一方向に伝播しているものと考えられる。また

有義波高が 3mを超えるような高波時に観測される方向ス

ペクトルは Fig.29とほぼ同じ様な形状を示し、他の波浪源

からの寄与を示すような双峰型の方向スペクトルは観測さ

れない。

方向集中パラメータ 方向分布関数の形状について検

討する． Fig.30は、 Fig.29のfp= 0.078 Hzの方向分布関

数を求めた結果である。図中には光易型方向分布関数で、 S

を14とした結果も示してある。図より、方向分布関数はな

めらかな単一のピークを有し、その形状は光易型方向分布

関数でほぼ近似できることがわかる。なお、光易型方向分

布関数は、次式で表される (34]◇

D(f, x) = Do cos25｛止ぎ｝

s
 

＝ 
＝ 

Smax(f /fが forf 5 fp 
Smax(f / fp)-2・5 for f > fp 

(106) 

(107) 

従って、 Smazは、海上 10mの高さでの平均風速 U10とfp

から決定される.,Fig. 31は、 Smaェを無次元周波数 (J*= 
2刃(pU10/g)に対しプロットした結果である。図中実線は、

(105)式の結果である◇この図から Smaェの傾向は (105)と

逆の傾向を示しており、 f*< 1の時、すなわち波が減衰過

程にある時は平均的に Smaz= 10であり、 J*> 1の時、波

が発達過程にある時は、 Smazは増加する。合田は、風波の

Smaェとして 10という値を推奨しているが、ほぼ妥当な値

である◇

こうした方向分布関数の方向集中パラメータに対する具

体的な指針を定めているところは少ないが、ノルウェーの

Norweigian Petroleum Directorate(NPD)は次のような方

法を推奨している。

D(x) = Do cosn X (108) 

1(104) 

ここで、 Xoは入射波の主方向である◇この特徴は、方向集

中パラメータ sにあり、合田 [35]は、光易の実験式を基に

fpでの sの値 Smaェを用いて次のように表した◇

Smaェ ＝ l 1.5(21r f pU10 I g)-2・5 (105) 

ただし、 Doは規格化関数であり、 H1/3 ~10 m の場合は

n = Hi/3、H1/3 >10 m のときは、単一方向波とする。

Fig. 32はnとH1/3の関係を調べたものである。図中の実

線は、 n= H1/3とした結果である。この図から NPDの

方法は、観測値の傾向とほぽ一致しており、方向集中パラ

メータを採用する際の一つの目安となる。なお。 (108)式は

n = 0.46sとすると s> 4で光易型方向分布関数とほぽー

致する。
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Table, 2: Experimental conditions of full-scale free 
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Fig. 33: Change of Smax to wave frequency 

Fig. 33は周波数に対する Sの変化を示したものである◇

この図の縦軸は、 sをSma£で規格化したものであり、変動

が大きいため、周波数毎に平均値と標準偏差の形で示した令

実線は、 (107)式から求めた結果、破線は、沿岸域での観測

データを下に導かれた次の泉宮 [36]の結果である◇

s = Smax/[1 + lO{ln{f / f,,)｝勺 (109) 

この図から、周波数に対する変化の割合は、 (107)式より緩

やかであり、泉宮らの傾向に近くなっている。合田らは、数

値シミュレーションにより沖合いの波が浅海域に伝播して

きたとき、 shalloweffectにより方向分散性が小さくなるこ

とを示しており、低周波数域での観測値のこうした傾向は、

主に shallowwater effectによるものと考えられる。

3.3 流体力の推定

）
 

0
m
 

8‘,

｀
 

海洋構造物の動揺特性は、その流体力特性によって左右

される。特に、粘性減衰力は、同調点における動揺の最大

振幅を左右するためその推定は非常に重要である◇しかし、

この流体力を理論的に推定することは非常に難しく、自由

動揺試験あるいは強制動揺試験等の実験で求める以外方法

がない。模型実験から求められる粘性減衰力を直ちに実機

構造物の流体力推定に適用できるかというとそうでもない。

粘性流体力は一般に、レイノルズ数に依存するため、模型

実験値と実機とではその特性が異なる。

そこで、ここではポセイドン号模型による自由動揺試験、

強制動揺試験及び実機ポセイドン号の自由動揺試験結果の

相関について調べる。

!iand Time 7th July, 1990 9 : 40~14 : 00 

心 T蕊tField of Japan紐 (3Kmoffshore from land) 

IitI0皿 Water depth : 41m 
Diaplacament : 530t, Draft : 5. Sm 
U鯰 dw函ght:6. St 
Slackly moored condition by 6 chain Jin疇

ion mod韓 脳 11,Pitch, Surge, Sway, Heave (faiO 

metbo曲 Surge, Sway : by towi呻 dueto tub boat 
Roll, Pitch : by inclination due to additional we屯ht

murlng Su叩， Sway: Ultrasonic type measuring system 
”曲 Roll, Pitch : Vertical G如如匹

roDIm匹紐l Significant wave height : about O. 4m 
lti匹 Mean wind velovity and Direction : 3m/sec. NW 

Gurrent speed : 6cm/sec-7cm/sec 

数値計算による流体力の決定付加質量、造波減衰力係

数は 3次元特異点分布法を用いて計算される。今回の計算

では、物体表面を 640分割して行った。時間領域で係留

浮体の運動方程式を解くためには、メモリー影響関数が必

要であるが、この関数を計算するためには無限遠にわたる

広周波数帯での造波減衰力と周波数無限遠での付加質量係

数が必要であり、これらを数値的に求めることは不可能で

ある。これを解決するために、本論では、以下の近似的手

法を用いることとした。

まず、造波減衰力係数が周波数に対し減衰する挙動を示す

周波数範囲まで計算で求め、その周波数より高い周波数に対

しては線形補外して造波減衰力係数が 0となる周波数woを

見いだす。メモリー影響関数を求めるためには造波減衰力の

フーリエ変換が必要であるが、これは積分範囲をwo~ w ~ 0 

と限定して行う。

本近似法の精度をチェックするために没水半球に対し、理

論的に求められるメモリー影響関数と本近似法による結果

の比較を行った。すでに、高木・斉藤 [37]は、没水半球の

造波減衰係数の周波数無限遠での漸近挙動を解析的に求め

ており、この結果を比較のために利用した。その結果によ

ると、両者はほぼ良く一致した。従って、工学的には本近

似計算法で十分と考えられる。

実験による流体力の推定

実海域自由動揺試験 実機構造物の流体力を求めるた

めに、自由動揺試験を実海域で実施した◇実施した日は 1

・ 9 9 0年7月の構造物撤去前である。 Table2に実施内容を

示す◇

模型実験 実機と相似な 1/25模型を使用して 2種類

の模型実験を実施した。一つは強制動揺試験であり、もう一

つは自由動揺試験である。係留ラインはなるべく実機と相

似になるように展張した。係留ラインは 6本使用し、単位

長さ当たりの水中重量は 75gf/m、水深は 1.664mである。

係留ラインの質量を除く構造物の質量は 31.3kg、pitchお

よび rollの慣動半径はそれぞれ 400mmと530mmである。

自由動揺試験時の初期変位は、 surgeに対し 20cm、sway

に対しては 12cmである。 Table3は実機自由動揺試験及

び模型試験時の0（レイノルズ数 (Re)とクーリガンカーペン
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Table 3: Free decaying test conditions 

~ヽ

surge sway roll pitch 

at sea 1.3Xl05 1.1Xl05 5.2X10' 6.6Xl05 

B 
model 9.4x102 8.4X 10' 3.0x 101 3.9XW 

at sea 70.0 84.7 18.0 14.3 

To (sec) 

model 13.4 15.0 3.61 2.77 

intial at sea 7 (m) 8 (m) 3,1.5 (deg) LS (deg) 

displacement 
model 0.2 (m) 0.2 (m) 7 (deg) 7 (deg) 

—’ 

Table 4: Forced oscillation test conditions 

surge SW剛y
“一，

芦riod（鯰c) •12 14 16 15 

＂ 
19 

amplitude (em) 4一蹄 4~28 4~28 4~28 4~28 4~28 
•-., 

紐mp.（℃） 15 15 15 15 15 15 
•• I 

:-*Io-• (m'/認） 1.14 1.14 1.14 1.14 1. ] 4 1.14 

Kc 2~14 2~14 2~14 2~14 2~14 2~14 

Re* 101 2~15 1.8~1311.6~12 1.8~13 1.6~ 1]， l.4~10 

903 I 790 j 843 5 10迅 744 665 

ター数 (Kc)との比；これらの無次元数の定義は後述する）

を示す。

レイノルズ数と Kc数の定義として必要な代表長さは 0.12

m （これはポセイドン号 1本のコラム直径）を用いた◇

強制動揺試験は、かが一定の条件で行った o Table 4は強

制動揺試験の状態を示す。

実験解析法

1)粘性抗力の表現一般に、 surge及び swayの粘性

抗力は次式で表される。

N}:) 

N伊

1

2

 

.
x
.
x
 

1

2

 

.
x
.
x
 

Sl

ふ

1

2

 

d

d

 

c

c

 

p

p

 

1
-
2
1
-
2
 

＝
＝
 

(110) 

(111) 

ここで、今はそれぞれの動揺方向の投影面積、 Cdj；はそれ

ぞれの動揺方向の抗力係数であり、もし、表面粗度が無視さ

れれば、それはレイノルズ数と Kc数の関数になる◇もし、

¢が一定、すなわち振動周期が一定であれば、それは Kc数

のみの関数とみなすことができる。

一定振動周期の下では強制動揺試験時のレイノルズ数、

Kc数及び¢は次式で定義される◇

ここで、 T は振動周期、 X は振動振幅、 Xw。=Vは振動

速度振幅を表す。 IIは流体粘性、 D は 1本コラムの直径であ

る。（実機で 3m、模型で 0.12m) 

自由動揺試験時には、浮体周りの流体現象は非定常であ

るので、 Kc数及びレイノルズ数（以後 Reと表す）は時間と

ともに変化する。もし、自由振動運動が次式で表されると

仮定すると

X = P(t) sin(wt); (112) 

瞬時の速度振幅✓P2+wiP2 を用いて、 Iふ数及び Re数を
次のように定義することができる。

kc=  
T✓戸(t) +w記 (t)

D 

Re = 
DJ芦百―+w記 (t)

V 

Kc 
XwoT VT 

＝ ＝ D D 

Re = 
XwoD VD 

V V 

D2 
/3 = Re/Kc=~= const. 

vT 

ここで、 P(t)は包絡振幅である。

周期変動が非常に小さい時、すなわち減衰力がそれほど

大きくなければ¢はほぽ一定になり、抗力係数は上述の時

間依存する Kc数のみの関数と見なせられるだろう。

また、回転運動に対し、初期角変位が微小であるのでpitch

及び rollの粘性減衰モーメントが角速度の比例すると仮定

すれば、角運動の粘性減衰モーメントを次式で定義するこ

とができる。

N炉＝ 2GwoiIふ (i= 4, 5) (113) 

ここで、¢は無次元線形減衰係数、 WOiは固有周波数、 Kは

付加憤性モーメントを含む慣性モーメントである。

2)実験データからの推定法 自由動揺データから流体

力を推定する方法は種々存在する。減減曲線法のように減衰

振動の極値を用いるものや制御工学におけるシステム同定の

手法を利用したものなどがある。後者の例として、 Roberts

et al. [38]は状態変数フィルター法及び不変埋め込み法を模

型船の rollの自由動揺試験結果の解析に利用している。今

回、 surge、swayの自由動揺試験結果に対し、静的な非線

形最適化法を利用した時系列フィッティング法を新たに開

発し、それにより流体力の推定を行った。時系列フィッティ

ングは、あらかじめモデル方程式を定めてその数値解をル

ンゲークッタ法で求め、データとの間の自乗誤差の総和が

最小になるように行う。最適化アルゴリズムにはパウエル

法 [39]を用いた。パウエル法はパラメータ空間内の評価関

数値のみからその評価関数を最小にする点を求めるアルゴ

リズムである。そのアルゴリズムは以下の通りである。

1.パラメータの一次元断面を設定する。

2.評価関数を二次関数近似することでその断面内の最小点

を求める。

3. 2．の点を含み 1．の断面に直交する一次元断面を決定する。

推定するパラメータはモデル方程式の係数の他に数値解の

初期変位、初期速度及びデータのオフセットとした◇この

方法を用いた理由は、実機の自由動揺の減衰が速く、かつ

小振幅のデータにノイズが混入しているため 2~3周期分

のデータしか解析できなかったからである。 Fig.34は既知

の方程式の解から本方法で係数を求めたときの誤差を示し

ている。 3周期分程度のデーータで係数を精度良く推定でき

ることが判る◇また、 Fig.35は Robertsらが用いた模型船
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Fig. 36: Added mass coefficient estimated by forced 

oscillation test 

4 

(period) 

の rol1のデータを論文中のグラフから読みだして本方法で

係数を推定したものである。この場合も 3周期分のデータ

を解析すれば Robertsらの結果とほぼ同じ結果が得られる

ことがわかる。一方強制動揺試験による流体力係数の推定

法は既に確立されており、振動周波数に対するフーリエ係

数から求めることができる。

3) surge、swayの流体力係数

動方程式を次式にように仮定する

まず、自由動揺運

Fig. 34: Estimation of error of the present method ( 

time series:fitting method) 
(M+m)え＋0.5pCdSXはl+KX=O

Cd＝-J; + B + C ・ Kc, 

A, B, C : unknown parameters 

(114) 

{115) 
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Fig. 35: Comparison of damping coefficients esti-

mated by invariant imbedding method and one by 

the present method (time series fitting method) 

ここで、 pは流体密度、 Sは投影面積、 (M+m)は付加質量

m を含む見かけ質量である。この仮定は、以下の結果から

導かれたものである。

1) fig. 36は強制動揺試験結果から得られた低周波数域で

の付加質量係数を示している。この図から、付加質量

係数は、 12秒（実機で 60秒）以上の長い周期帯では

一定とみなせその値は 0.5であることがわかる。この

結果は、 3次元特異点分布法による数値解と良く一致

する。

2) 3次元特異点分布法に基づく計算結果によると、無次元

造波減衰力係数N/p▽wは0.001のオーダーであり、こ

れは、長周期の固有周波数近傍では無視できる◇

3) Fig.. 37は、粘性減衰力が速度の自乗に比例しかつ係留復

原力が変位の 3次関数（線形十 3次）で表されると仮

定したときに、今回の時系列フィッティング法を用い

て求めた係留復原力特性を示したものである。この結

果から係留復原力特性はほぼ線形近似できることがわ

かる。また、 Fig.38は、同定された係留復原力特性を

用いかつ抗力係数を一定としてシミュレーションした

結果と実測結果の比較を示している。両者はあまり一

致していない。

4) 21,次元層流中に置かれた円柱に働く抗力係数の高レイノ

ルズ数域での近似解、いわゆる Wang[40]の理論によ

れば、抗力係数は Kc数に反比例することが示される。

それ故、今回の場合も抗力係数は一定ではなく、 Kc数

に依存する成分が含まれる可能性がある。
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Fig. 37: Sta.tic mooring restoring force identified by 

the present method (time series fitting method) 
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Fig. 38: A simulated fitting curve with constant Cd 

これらの結果から、

•線形な減衰力である造波減衰力は無視でき、速度の自

乗に比例する粘性減衰力のみ考慮する。ただし、抗力

係数は、 Kc数依存を考應し、 Kc数に対し反比例する

項、定数項及び比例する項で近似する◇

o 係留復原力特性は線形近似できる。

となり，（114)式及び (115)式が導かれる。

(114)式中の未知パラメータは 5である。しかし、これら

の未知数を同定するために使用したパウエル法は、多くの

極値を有する評価関数に対しはパラメータの推定値が初期

値に依存する◇また、解析を行うにつれて、モデル方程式の

中に未知数を係数とする非線形項が多数あると評価関数が

多数の極小値を有することが判明した◇そこで、まず、係留

復原力係数を決定し、これを固定し、未知数を減らしてから

あらためてフィッティングを行って抗力係数の Kc依存性を

求めた。 Fig.39及びFig.40はこのようにして求めた surge
及びswayの抗力係数である。図中の記号は、強制動揺試験

結果、一点鎖線は同じようにして求めた模型の自由動揺試

験結果である。横軸は Iふ数であるが、自由動揺試験の Kc

数と強制動揺時のI{c数は同じであるとして表示している。

この結果から、 Cdは全体的に Kc数に反比例するようであ

るが、高 kc数になるに従い一定値に漸近するようである。

この傾向は、木下等 [41]によるセミサプ模型の自由動揺試

験結果の報告の中にも見られる。模型と実機の Cdに関し、

低 Kc数域では実機のほうが模型よりも大きいが、高 Kc数

域では両者はほぽ良く一致している◇高 Kc数域で模型と実

5
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Fig. 39: Cd of surge motion vs. /1もnumber

釦 04“ーとli鰺“(model)
〇で濯論起

口T“”“△T:19&的釦鯰5

3礼，＂蛉-匹-い O)

¥ ＼ -=：：＝ご
2卜、し＿-..

-------

％ 3
 

6
 ，

 

12 15 

Fig. 40: Cd of sway motion vs I<c number 

機の Cdがほぼ良く一致した理由として、 1)ポセイドン号

は、角がなく剥離が少ない円筒形であること、 2)模型と

実機で25倍、レイノルズ数で 10 0倍位しか違わないた

めレイノルズ影響がそれほど顕著ではなかったことによる

ものと考えられる。

一方、低 Kc数域すなわち、 surge及び swayの振幅が小

さい短周期動揺をシミュレートするためには抗力係数の Kc

数依存性を考慮しなければならない。

厳密にこの依存性を考慮するには、 iterationをしなけれ

ばならないため実用的ではない。そこで、 CdのKc数に比例

する成分を無視すれば、

cd = Ci/lxl + C2 
(Ci及びらは定数）と表される。一方、 Kc数は T|工|/D
で表されるので、結局抗力は

o.spcdsxlxl = o.spSC1x + o.spsc2ふlxl

のように定係数をもつ速度に比例する成分と速度の自乗に比

例する成分に分離することができる。また、係数 C1とらは

Fig. 39及び Fig.40の実測値の最小自乗法から推定される◇

Fig. 41はこのようにして抗力を定係数線形減衰力と定係

数非線形（速度の自乗に比例）減衰力に分離してシミュレー

ションした結果である◇この結果から、今回の粘性抗力の

推定法が妥当であることがわかる◇

4) roll、pitchの流体力係数 Figs. 42, 43は roll及

びpitchの減滅曲線を示している。図中の線は今回の時系列

フィッティング法を用いて推定したものである、記号は以下
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Table, 5: Each identified coefficients in motion equa-

tion 
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Fig. 41: A simulation with l:もdependenceof Cd 
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| l inertia 
lin匹 nonlin紐r

damping d皿 ping
函 toring

皿．t I kg NI (m/sec) N/ (m/sec)2 Nim 

surge'7.9Xl01 4.3Xl04 3.0x104 6.4Xl03 

sway 7.9Xl05 5.4x10• 3.ox104 4.4Xl03 

heave 9.5X105 l.6Xl05 4.5Xl05 

unit kg•m2 N •m/ (1/ sec) N•m/ (1/sec)2 N•m 
ron 7.8X107 2.2X10' 1.0Xl07 8.3Xl0' 

pi蝕 1.4x10• 1.8Xl06 2.7Xl08 2.6Xl07 

のような方法で求めたものである。 Xnを減衰振動のピーク

値（あるいは振幅値）とし、減衰振動が次式で表され、非

線形減衰力は非常に小さいと仮定する。

N勺加t
x = Xoexp[-―]sin(—＋重） （116) 

2I T。
ただし、 T。は固有周期、 Iは見かけ慣性モーメント、 Neは

等価線形減衰係数である。このとき、 lエn+2-Xn+l Iを

l %＋ll -m  Iの関数として考えれば、

NeT。
I i'Cn+2 -Xn+l I= exp[-~] I Xn+l -のnI (117) 
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を得る。従って、年を用いて、これと同じものをグラフに

プロットし、最小自乗法を用いて傾斜0を求めれば、それか

ら減衰係数が求められる。また、減衰係数を求めるために

必要な固有周期 T。はゼロアップクロス周期とゼロダウンク

ロス周期の平均から求められる◇最終的に、見かけ質量及

び等価減衰係数は、次式から得られる。

I = 
TlK 
4炉

(118) 

Ne = -
T; J(log(0) 

,r2 
(119) 

4I 

ここで、 Iくは復原モーメント係数である。この方法は、減

ぐ＝
Ne 

(120) 

減曲線フィッティング法と呼ばれ広く用いられている◇

これらの図から、両者の結果は良く一致していることが

わかる，．また、模型の減衰係数の方が実機の減衰係数より

も大きくなっていることも判る。この結果は、レイノルズ

数が異なるために、模型試験時の抗力係数と実機の抗力係

数は異なり、前者は後者よりも一般的に大きくなるという

事実と一致する◇

5)最終結果 造波減衰力係数を除く流体力及び復原カ

係数を Table5にまとめて示す。 heaveに関しては、抗力係

数を 2.IDとする速度の自乗に比例する抗力を使用した。こ

れは線形応答の計算結果と実機試験結果の比較から決定し

た．なお、付加惧性モーメント及び付加質量、造波減衰力

係数は、 3次元特異点分布法より計算した．

定常外力と定常変位

浮体式海洋楕造物の場合、風、波及び流れによる定常外

カでどのような定常変位、定常傾斜を起こすかということ
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Table 6: Estimated values of steady tilt moments 

賞

流れによるカ 風によるカ

流速 風速

0.5m/s l.Om/s 15m/s 30m/s 

゜
-43.32 -173.3 59.58 225.1 

30 -61.45 -245.8 91.92 355.4 

60 -62.92 -251.7 102.21 396.0 

90 -46.65 -186.6 87.81 338.7 

UNIT : (MN • m) 

は、係留システムの初期設計の上で重要である。ここでは、

定常変位と定常傾斜について、ポセイドン号で計測された定

時計測データから求めた実測結果と推定結果との比較を行

う。 ポセイドン号の水平面内の位置は前報 [24]で示した

ように、超音波を使用した長周期遍動測定装置で計測され

る。計測例として昭和63年 10月の移動の様子を Fig.44 

に示す。図は 6時間毎の定時計測中の乎均位置と風、流れ

の平均値をベクトルで表示したもので、風及び流れの影響

を強く受け移動していることがわかる。移動の方向は北か

ら55゚ の線に沿って分布しているが、これは沿岸線の方向

と一致しており、この海域ではこの方向の流れが強いため

である。

この定常変位を、定常風荷重、潮流力、波漂流力の推定

結果と係留力及び浮体の静的復原力との釣合から推算して

みた。その際、定常風荷重については、上部構造物の圧力

係数 Cpを1.3とし、コラム部の圧力係数（あるいは抵抗

係数）は実測していないので、船級協会規則等の資料から

Ca= 0.65として推定した◇潮流力については、没水部で

の生物付着影響を考應して Ca=0.8として推定した。吹送

流による流れは考慮していない。要素浮体による遮蔽効果

については考慮すべきであろうが、船級協会規則、模型試

験結果等を参考にして検討した結果、このケースでは影響

が小さいとして無視した。波漂流力については、模型試験

結果を用いた◇また波の主方向は平均風向とした◇係留ラ

インの張力特性は水中での係留角度の実測値を下にカテナ

リー理論で計算した◇

以上のようにして求めた平均位置の移動量の推算値と実

測値の比較を Fig.45に示す◇両者は良く一致していること

がわかる。

次に風及び流れによる定常傾斜について考察する心；まず、

風及び流れによる定常転倒モーメントについて DnV等の

既存資料を用いて推定した結果を Table6に示す。実海域実

験の観測結果から言えば、通常の季節風による乎均風速は

15m/sec程度の頻度が高い。また、最大潮流速は lm/sec程

度である。従って、この条件では流れによるモーメントが

他に比べて大きいが、風速が 30m/secになると定常風荷重

の影響が強くなることがわかる。

そこで、実機の定常傾斜と風及び流れとの相関を調べる

ため、風速及び流速を船首方向とそれに対する横方向の 2

方向成分に分離し、経時変化を示したのが Fig.46である。

この図より明らかに流れと傾斜の相関が強いことがわかる。

Fig. 47に実測された流速と傾斜角との関係を示す。この図

のデータは流向の頻度が高い船首方向に対し 60゚ と 240° 

の方向から士15゚ のものを選び、かつ風の影響がわかるよ

うに風速 3m/sec以上と未満について記号を変えて示して

いふ図中に水槽試験結果を破線で、計算による予測値を

実線で示す。実験結果は観測結果と比較的良く一致してい

るが、予測値は実測値に比べて低い値を示している。今回

の予測値では、揚力及び傾斜したことによる力及びモーメ

ントレバーの変化を考慮していないため、予測値と実測値

との差はこうした影響によるものであると考えられる。

3ふ波カ

実機試験による結果とシミュレーションの比較
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入射波のデータ 波の定常性が仮定できると思われる

データとして、 Fig.48に示す 1989年 3月24日～26

日の臨時計測内の 9時間の連続データを解析の対象にした。

平均風向はほぼ船首方向である。有義波高は 3m、有義波

周期は約 7secである o Fig. 50に波、 surge及び swayの観

測されたスペクトルの例を示す。

波力特性を調べるためには、船体中央での入射波の情報

が必要である。そのため、振幅情報はポセイドン号前方の

海底設置型超音波波高計のデータを、位相情報は相対水位

計と加速度計から求められるものを使用して時系列を再合

成し、これを入射波の時系列とした。このようにして求め

た入射波のスペクトルとポセイドン号前方の超音波波高計

で計測された入射波のスペクトルを比較した一例を Fig.49 

に示す◇スペクトルピーク付近で若干の誤差はあるものの

両者はほぼ良く一致している◇また、相対水位計と加速度

計から求めた絶対水位の位相と入射波の位相差を解析した

結果 194m相当の距離による位相差が得られた。この値は

静穏時のダイバーによる計測結果の 180mに非常に近かっ

た◇従って、このようにして求めた船体中央での入射波の

情報はそれほどまちがってはいないと思われる。 Fig.48の

方向波の解析結果から、波の主方向は船首方向より 15゚ 左

舷よりの方向である。

しかし、直線アレイに配置された波高計からの方向波の

精度が、有義波周期 7secではそれほど正確ではないので、

方向分散性は考慮せず、一方向波の仮定の下に考察する。

実海域での長周期変動漂流力 計算で求めた surge方

向の slowdrift forceの QTF(QuadraticTransfer Fune-

10 15 20 0 S(hour) 
3/25 3/26 

Fig. 48: Ti ime series of mean wave direction, me皿

wind direction, me皿 windspeed, significant wave 

height皿 dsignificant wave period(24th March, 1989 

--26th March, 1989) 

＂̂u 5 

40 

it 311 

l関'l ll 

ll 

o i u 0, 4 
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Fig. 49: C omparison of wave spectra 
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tion)の振幅を Fig.51に示す。ふは2成分波の平掏周波数、

釦は差の周波数を表す。この結果は、出が 1.7rad/secに

山があり、その周波数を中心になだらかに変化していること

が判る。また、 92＝一定の直線で輪切りした結果は、 fl2=0
で切った結果（定常漂流力特性）と 0.15rad/secまでは一

致した。このことは、 02が 0.15rad/secまでは、通常良く

用いられる Newman近似が適用できることを示している .. 

この計算結果と計測結果を比較するためにクロスバイスペ

クトル解析を行った◇解析方法は Dalzell(42]に従った◇本

解析に関し 2つの問題がある 0 それは、

1)風と波は統計的に独立かどうか

2)風の変動過程はガウス過程であらわされるかどうか

ということである◇

2) に関しては、海上風の特性のところで述べたように

変動風過程はガウス過程で近似できることが既に判ってい

る。 1)については、風荷重のところで述べたように、変動

風が浮体に対し外力として及ぼすのは 100sec以上の非常に

長周期域であり、風と波が相互干渉を起こす高周波数域では

外力として作用しないこと及び波の有為なパワーは Fig.50 
からも判るように 10sec以下にあることなどから、外力の

観点からすれば、変動風荷重と波力とは独立と考えてもエ

学的には十分であると考えられる。 (1)については後ほど

再度議論する。）

また、波と応答とのクロスバイスペクトル解析からは、変

位応答の QTF,G2しか得られないので、波力の QTF,,G<2) 
（以後便宜上 G{とする）にするために次のようにした◇

Fig. 51: QTF(Quadratic Transfer Function) of slow 

drift force in head sea 

ここで HLは外力に対する surgeの伝達関数で、先の流体

カのところで示したように静水中の浮体の流体力、慣性カ

及び復原力特性から次のようにして求められる。

なお、波浪中では粘性流体力係数が静水中と比べて変化す

る湯合もあるが、ここでは変化しないと仮定する。

Fig. 52に出＝0の G{（定常漂流力）、 53に IG{Iの結果

を示す◇なお、 Fig.52には模型試験による結果も示す。黒丸

は 1/14.3模型の規則波中（波高 lm以上に相当）の実験結

果、破線は波高の 3乗に比例する粘性漂流力を考應して計算
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喝(w1,-w2) = G2(w1, -w2)/HL（叩ー四） {121) 

Fig. 52: QTF of frequency di:fference fl2 = 0. This 

means steady drift force 
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結果を補正したものである。 Fig.53の実線はポテンシャル

理論によるそれぞれの差の周波数fl2に対する計算結果（ほ

とんど重なっている）である。この図から、ポテンシャル理

論に基づく計算結果は、観測結果よりも低いが、その傾向

(2成分波の差の周波数に対する QTFの振幅は、 2成分波

の平均周波数とともに緩やかに増加する）は両者とも良く

一致していることが判る。また、定常漂流力に関して、破

線、すなわち粘性源流力を考應して修正したポテンシャル

理論による計算値は模型試験結果ばかりでなく実海域観測

結果とも良く一致していることも判る◇このことから、円

筒コラムのような多数のレグで支持された浮体式海洋構造

物の漂流力を推定するためには粘性漂流力を考慮しなけれ

ばならないといえふ以下のシミュレーションでは、粘性

漂流力を考慮した QTFを使用する。

3。6 動揺応答

線形周波数応答特性 波及び風等の外力に対する長周期

逼動を含む surgeの動揺の応答について考察する。この場

合、外力として、波、波のパワー及び変動風が考えられる。

それゆえ、多入力に対する 1出力系の解析、いわゆる多入

力解析が必要である。多入力解析の概念についてはすでに

Tick [43]らによって示され、 山内 [44]は、波浪中におけ

る船体横ストレスの解析にこの方法を応用している。

以下に、簡単に多入力解析の考えを示す◇

もし、 surgeの応答 y(t)が多入力 m(t)（例えば、町が水

面上昇量、の2が瞬時の波のパワー、 X3が変動風速等、なぜ

瞬時の波のパワーを入力として考應したかについては後ほ

ど説明する）の線形和で次のように表されると仮定する。

y(t)＝こ！如(r)x;(t-r)む {123) 

この時、相関関数及びスペクトル密度関数（以後密度関数

は省略する）は

n n 

疇）＝t.t.J如(a)hj(f3)Ri;(a-/3 + r)dad/3 
i=l j=l 

{124) 
n n 

％（f)＝）〉：凡(f)町(f)Si;(f) {125) 
i=l j=l 
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如のフーリエ変換で与えられる。入力のjに対するクロスス

ペクトルは

Sy;(f) = t凡 (f)Si;(J) (126) 
i=l 

で与えられる。なお、 Rij(T)と Si;(f)はそれぞれ入力間

の相互相関関数及びクロススペクトルである．

長周期2次の波力 F(2)は

砂＝／j叶（T1'函 (t-T1)x1(t -r2)dr1d乃

のようなボルテラ級数で表される。これは、確率平均の意

味で次式と等価である。 [61]

p(2) = J加(T)吋(t-T)む

これは、長周期 2次の波力 F(2)が瞬時の波のパワーの線形

応答で表されることを意味している。従って、本解析では

入力として瞬時の波のパワーを考慮した。さらに、一般性

を失うこと無くすべての入力は定常でありゼロ平均である

と仮定する。

今、 x(t)= [x1 (t), x2(t)ぷ (t)]と3次元ベクトルで表

せば、

H(f) = [H1(f),H2(f),H3(f)], 

s.ェ(f)= [：:：闊認｝ ；：：闊］
S31(!) 年 (f) S33(f) 

とマトリックス表示される。出力のスペクトル、クロスス

ペクトルは、

(127) 

(128) 

Syy(f) = H(J)Su(f)H*'(J) (129) 

と表され。なお、 H*'(J)はH(J)の複素共役関数を意味し、

“l’'は転置マトリックスを意味する◇

一方

s'ッェ(f)= sェx(f)・ H'(J) 

なので、 3次元周波数応答関数は

H'(f) = s;;(f) ・ S~x(f) (130) 

で与えられる。

ー入カー出力系の場合には、入力と出力間の線形性の度合

いを表すコヒーレンシー（シンプルコヒーレンシー）が定

義される 0 同様に多入力 1出力系に対しても同じ様なコヒー

レンシーが定義でき、これをマルチプルコヒーレンシーと

呼んでいる◇この関数は、次式で定義される。

祐(f) 三 1;,123(/)

＝五H(f)S芦(f)
(131) 

与えられる。ここで、 Ht(f)は周波数応答関数 Hi(f)の複

素共役関数であり、応答関数 Hi(f)はインパルス応答関数

また、•Tick [43]によって導入された条件付きスペクトルの

考え方を使えば、ある入力と出力との間の関係を表すパー

シャルコヒーレンシーが定義できる。

i如(f)＝ IS四 (f)|2

S四 (f)Syy,;(f)
(i,j=l,2,3) (132) 

ここで、バーシャルコヒーレンシーぅ；サは、出力 y(t)と入

ヵ巧(t)からその他の入力 Xi(t)(i#; j)と線形な関係にあ

る部分を除去した残りの部分の間のコヒーレンシーと一致
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する。まら Syy,;(J)とSッi,jはそれぞれ、条件付きオートス

ペクトル及び条件付きクロススペクトルである。このような

条件付きスペクトルの定義を用いると、入力を m(t)とし出

力を y(t)とする周波数応答関数は次式で求められる [43]。

H;(f) 
S31i,;(J) 
S四 (J)

(i,j = 1,2,3) (133) 

surgeの場合のゲインとコヒーレンシーの結果を Fitg..54に示

す。解析には、波の主方向がほぼ正面であるデータを利用し

た。上図は多入力解析により求められたゲイン（周波数応答

関数）、下の図はパーシャル及びマルチプルコヒーレンシー

を示す。マルチプルコヒーレンシーが高いのは O.OlHz以

下の低周波数域と O.lHz以上の高周波数域である。高周波

数域は入射波によるものであることがパーシャルコヒーレ

ンシーの値から判る。低周波数域では 2種類の寄与がある

と考えられる。 0.005Hz以下は風が、 0.005Hzから O.OlHz
までは瞬時の波のパワーが寄与していると思われる。した

がって、波のパワーすなわち波高の自乗は波源流力に比例

するので、 surgeの長周期運動は、非常に低周波数の変動風

と波漂流力によって生じていると思われる。また、その低周

波数域で、 surgeと風のパーシャルコヒーレンシーと surge
と波のパワーのパーシャルコヒーレンシーとは重ならない

ことから、変動風荷重と波漂流力とは独立に扱ってもよい

と考えられる。さらに、 gainの図の theoryは、波を正面

一方向波と仮定して理論的に求めた surgeの線形周波数応

答関数である。破線の実海域データの解析結果と比べると、

理論値が若干過大評価している。両者の差は方向波の影響を

考慮しているか考慮していないかによるものと考えられる。

例えば、線形理論である次式により波の方向分布関数

D(w,x)を考慮して求めた surgeの応答スペクトル Sェ(w)
と実測スペクトルとの比較を Fig.55に示す。この場合の波の
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Fig. 55: Estimated response spectrum of surge 

条件は、主方向がほぽ船首方向で有義波高は 4.9mである。

(134) 

なお、実測スペクトルを求める際、ハイパスフィルターを

かけて低周波数スペクトル成分をカットしている。この図

からも判るように、一方向波と仮定して求めた推定値（一

点鎖線と X印）が実線の実測スペクトルより大きくなるこ

とがわかる◇一方、 0及び●付き線は、方向分散性を考慮

して求めた推定結果である。両者はほぼ良く一致している

ことがわかる◇

線形応答関数に関する模型実験との比較ポセイド
ン号の 1/25の模型を使用し、水深、係留系等可能な限り実

機と相似の状態で水槽実験を実施した。模型及び実機の主

要目を Table7に示す。しかしながら惧動半径等を含め実機

と完全に相似の状態を再現することは困難であるので、理

論計算を介して両者の相関を調べる。

Fig. 56は模型と実機の縦運動、 Fig.57は横運動の応

答関数の振幅である。図中の斜線部が不規則波中の実験で

得られたもので、 0印が規則波中の実験によるものである .. 

実験に使用した波は実機相当で 1~5mの波であったため、

図中には波高 lm及び 5mの場合の理論計算値（粘性減衰力

が異なる）が示してある◇なお、入射波は主方向からの一

方向波と仮定している。この結果から、計算値は pitch,roll
の0.1Hz付近の傾向を除き実験値と良く一致している◇

実機の結果は、波の主方向〇゜及び 30゜の状態をそれぞ

れ18、14ケース選び、解析した結果である。この場合の有

義波高も 1~5mであったので、波高 lm及び 5mの場合の

計算値が示してある。計算値は、模型の場合と同様、実験値

とほぼ良く一致しており、模型と実験の相関は良好である

ことがわかるが、実機の場合、波の方向分散性を考慮する

と応答の推算値は実験値にさらに近づく傾向がある。すな
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Table 7: Principal dimensions of the model and 

full-scale structure 

模型 (1/25) （実機換算） 実 機

L 1.2 m 30.0 m 30.0 m 

B 0.8 m 20.0 m 20.0 m 

D 0.54 m 13.5 m 13.5 m 

d 0.22 m 5.5 m 5.5 m 

△ 32,936cm3 514.63m3 514.63m3 

KG 27.2 cm 6.79 m 6.48 m 

Kxx 39.9 cm 9.98 m 9.81 m 

Kyy 53.1 cm 13.28 m 12.86 m 

Kzz 59.4 cm 14.85 m (14.85 m) 

水深 166.4 cm 41.6 m 41.6 m 

o.io o.15 o．20 flHZI 0.25 

2.o 

゜0.10 0.15 Q20 f(HZ) 0.25 0.05 0.10 0.15 0.20 fCHZl 0.25 

” 
」
OS

0
Q
 

1.0 

゜0.20 flHZI 0.25 0.05 0.10 0.15 0.20 flHZl Q25 

Fig. 56: Amplitudes of response functions of surge, 

heave皿 dpitch 

0.20 fヽHZI匹

0.20flHZI匹

Fig. 57: Amplitudes of response functions of sway, 

roll皿 dyaw 

。J5

Fig. 58: Amplitudes of response functions of sway, 

roll iln head sea 

わち、波の方向分散性を考慮すると真の応答関数の振幅は

宵

如）＝ 1『匂(w,x)I'D(w,x)dx 
一買

で与えられる。上式より推算した値が Fig.57に一点鎖線で

示されている。ここでは方向分布関数として光易型として

Smax = 10を使用した。一方向波と仮定した場合よりも実

測値により近いことがわかる。さらに主方向が船首方向の

時の svvay,rollの応答関数の振幅を Fig.58に示す。実測値

の傾向を良く表している。

動揺シミュレーション

シミュレーションモデル 最終的なシミュレーション

方程式 (yawは考慮しない）は以下の通りである。

5 

9E(M叶加（OO））ふ＋／1 1年 (t-T)ふ(T)dT
-oo 

+Ni江 ＋Ni?丸|ふ|＋（aki十如）xi

= Fi1>(t) + Fi2>(t) + F,.W(t) 

(135) 

(136) 

ただし、 Mいは浮体の質量行列、 m1ci(oo)は付加質量行列、

I年はメモリー影響関数、 N炉及び Ni？は粘性流体力係数

行列で自由動揺試験から得られたものを使用する。 aki及び

如は静水圧及び係留ラインによる復原力係数行列、 surge
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皿 dsimulation 

及び swayに対しては自由動揺試験結果を使用する，． F；1)
は線形波力行列、 F;2)は2次の波力行列で surge,he111.ve及

び pitchのみ考慮する◇時系列を求めるためには 2次元逆

FFTが必要になるが、これは2重和を行って求めた。 Fkw

は風による荷重で、 surge及び swayのみ考慮する 41 波力に

関しては、方向分散性を仮定しなければならないが、本シ

ミュレーションの目的が、実機自由動揺試験及びポテンシャ

ル理論で得られる係数から、一方向からの波及び風による

surge及び swayの長周期運動を含む運動の時系列を安全サ

イドでシミュレートできるか、また、浮体係留システムの

安全性評価の点から何を考慮しなければならないかにあり、

ここでは、波の方向分散性を考慮しない..なお、自然環境条

件としては Fig.48を使用する。従って、波の主方向は 15° 

左舷方向であり、風向は正面である◇

運動モードとしては surge,sway, heave, roll及び pitch
を考え、 yawは無視する◇

シミュレーション結果との比較 (136)式でシミュレー

トした結果と実測結果の比較を Fig.59に示す。 SUlrge及び

swayとも長周期の遥動は両者とも良く一致しているぐこの

結果だけでは、 wavedrift dampingの影響はなさそうである

が、有義波高が 3mとかなり低いので wavedrift damping 

を考慮しなくても良いとは断言できない。この図はまた、

swayの長周期運動が乎均流方向に直角な横方向の変動風に

よって生じていることを良く表している.,Fig. 60にスペク

トル解析の結果を示す。 surge,swayともに両者ほぽ良く一

致しているが、 O.lHz付近ではシミュレーション結果が実測

l O' --c日、
10' 

t,、

--- cal. 
--・・・・ Cal Ct=const. 

！ 
l o •9 

l o •9 

l o •9 u•I f UIIIUCY u・; 
9 e " ＂ C 9 (II9) 
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I O' -
困迫"’ r s wa y 
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i 1 9 •9 

l o ·• 
l o •9 l o •9[. l o •9 

9. e q 9 °’69 (＇2) 

l O' 

Fig. 60: C omparison of spectra of measured time 

series and simulations 

値よりも大きくなっており、これは波の方向分散性による

ものであると考えられる◇なお図中の細線、破線等は、粘

性減衰力係数として、実機の自由動揺試験結果の Cdを使用

したもの（細線）、模型の自由動揺試験結果を使用したもの

（破線）、実機 Cdを定係数として近似したもの（点線）を使

用してシミュレーションしたものである 0 それぞれによる

差はほとんど無く、定係数の Cdを使用しても良い考えられ

る。以上一方向波と仮定してもシミュレーション結果と実

機計測結果とほぼ良く一致するが、精度を向上させるには

方向波の影響を考慮しなければならないと思われる◇また、

wave drift dampingの影響については実海域では確認され

ていない．

補： wavedrift damping等の影響実機のデータ解

析では、 wavedrift damping等の影響が顕著に現れなかっ

た。この影響が、どの波の状態で有意になるか模型試験に

より検討する。

模型試験 模型試験は、当所の三鷹第二船舶試験水槽

（長さ 400m，幅 18m，水深 8m、フラップ式油圧駆動造波装

置）に於て実施した。係留ラインとしては、実機の水平面

のパネ定数とほぼ同じ 2本の線形ばねを用いた◇ばね定数

は 1.683kg/m（実機換算で 0.663ton/m)である。

長時間の不規則波を発生させるために、次のような方法

で長時間不規則波を造波した。まず、市販のランダムノイ

ズ発生器からの白色雑音信号を 24db/octの特性を有するパ

ンドパスフィルターを通して有色雑音とし、この信号を造
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Fig. 61: Wave spectra used for model experiments 

Table 8: Statistical values of irregul紅 wavesat 
”・¥ 

model experiments 

゜WAVE STATISTICAL SPECTRAL DURATION 

COND. V≪m.ce 悶 T” 両 4呂 TOl TIME 

No. 似） (s紀） ぼ） (m) 佃） (honr) 

1 0厖21 1.954 7．蒻8 0.2396 1.9蒻 8.038 2.84 

（O．暉24)(0.1366) (2．簡6)(0.00172) (0.1369) (2.126) (0.75) 

2 0氾11 1.869 6.562 0．磁 1.952 6.628 2．糾

(O血 13)(0.1307) (1.'/35) (0.00116) (0.1365) (1.753) (0.75) 

3 0．細 1.957 5.477 0.2568 2.027 5.606 2.84 

(0．暉22) (0.1368) (1.M8) (0.00126) (0.1417) (1,482) (0.75) 

4 ・o珈 7 2.219 5.OO6 0.3104 2.229 5.045 5.67 

(0．暉49) (0.1552) (1.324) (0.00152) (0.1559) (1.334) (1.5) 

() in Model Scale 
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波機駆動用信号として造波した。造波した不規則波はバン

ドパスフィルターの中心周波数が、 0.4,0.5,0.6及び 0.7Hz 
の4種類、造波時間は 0.7Hzの場合が 90分間で、その他が

45分間である。 不規則波中の試験時における波との出会

角は総て 180゚ の正面波だけである。今回の模型試験に使

用した4種類の不規則波のスペクトルを Fig.61に、それぞ

れの波の統計量を Table8に示す。

波浪中に於ける長周期運動の流体力係数の変化の推
定 次のような方法で、波浪中における長周期運動時の流

体力係数の変化を定量的に調べる。

まず、前後揺れの2次の応答関数を G2、定常及び変動漂

流力の応答関数を G{、外力に対する浮体の応答関数を HL
と置き、瞬時々の波エネルギー((t)2に対する長周期運動の

応答関数A(w)を導入する◇

A（り） ＝ 

＝ 

Sxく2/S(2 

J坂(w-v)S心）G2(w-11, v)dv 

f S((w -11)坂（v)dv
(137) 

ここで、 Sエく2はぐと前後揺れのとのクロススペクトル、 Sく2

は(2のオートスペクトルである◇もし G｛に Newman近似

が適用できるのであれば、波浪中に於ける外力に対する長

•-180L 

゜
0.05 〈

3

周期運動の応答関数 HLは次式で表される。

HL = A(w)/A(O) 

0.1 

Fig. 62: Linearized transfer function of surge to ex-

ternal forces 

(138) 

Fig. 62に (138)式の関係式から求めた HLと静水中自由動

揺実験から得られる付加質量と等価線形減衰力から求めた

打L

- K 
HL= 

[K-(M +mu)研 ＋ 如N畠
(139) 

との比較を示す。図中の細線等は HLの結果、実線は打Lの

結果を表している。なお、 Hiの推定に使用したA(O)の値

は、次のようにして求めた。

2 

A(O) 吹

KF  
一:;(2) {140) 

この図から HLt辺五と傾向的には良く一致するが、長周

期運動時の値は静水中自由動揺時の値に対して固有周期が

長周期側にづれ、減衰力が大きくなっていることが判る。そ

こで、定量的に波浪中に於ける長周期運動の流体力の変化

を調べるため、 Fig.62の HLが (138)式と等価であると仮

定し、最小自乗近似法によって mnとNi1を求めた。その

結果を Table9に示す。この表から、明らかに波浪中の減

衰力増加が生じていることが判る◇その量は、静水中の値

の1.6~ 1.7倍である。また、見かけ質量が 10％程度減少

することも判る◇
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Ta.ble 9: Comp叫 sonof hydrodynamic coefficients in 

still wa.te~ a.nd in slow drift oscillation 

Wavecond. Mげ mnIM1+mn
2 I 1.0 
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Fig. 63: Comparison of simulated surge spectra and 

experimental ones 

シミュレーション結果と模型実験結果の比較各

Wave Conditionに対する surgeのシミュレーション時系

列のスペクトルと計測スペクトルの比較を Fig.63,に示す。

なお、計算の刻み幅は計測データのサンプリング時間と同

じにした。この図から wavedrift damping等の影響は、波

高にも依存するが、波スペクトルのピーク周波数にも依存

することがわかる。つまり、波スペクトルのピーク周波数が

高くなると長周期運動が波周期の運動に比べて顕著になり、

wave drift damping等の影響が大きくなるが、長周期運動

があまり卓越しなければその影響は無視できる。実機の場合

は、有義波周期が 7secであり、 wavecondition 2に近いの

で、 wavedrift damping等の影響が大きく現れなかった◇

3.7 係留カ

係留浮体システムに働く最大係留力を精度良く推定する

ことは、設計上最も重要なテーマである◇したがって、．係留

システムの張力特性については従来から多くの理論的・実

験的研究がなされている。特に、深海域用の係留として用

いられる索・鎖の係留ラインに対しては、ラインの動揺に

よって生じる流体力等の動的影響を考慮した張力の推定法

や張力が浮体の運動に及ぼす影響など数多く研究が行われ

ているが、実海域で計測された実機データを用いて行った

考察例はほとんどない◇そこで、以下にポセイドン号によ

Anchor 

/ 

-• h(t)~ 

Fig. 65: Mooring system 

り取得されたデータを基に係留ラインに働く張力特性につ

いて考察する。

実機の係留力の時系列シミュレーション まず、実測値

を用いて時系列シミュレーションを行い、計測された張力と

比較することで調査する◇シミュレーション手法としては、

係留ラインに働く流体力として、付加質量及び抗力を考慮

して動的張力を計算する場合、普通ランプドマス法等の数

値計算法が使用される。しかし、この方法は非常に長い計算

時間を必要とし、実用的ではない [45]。係留ラインの動的

影響を考慮した簡易計算法として小寺山 [46]、島田等 [47]

及び著者等 [48]の方法がある。（以後単に簡易計算法と呼

ぶ）なお、 Fig.64に係留ラインの配置を、また Fig.65に張

力計の設置状況を示す。ここではまず、静的カテナリー理論

及び簡易計算法によって時系列シミュレーションを試みる。

次にその計算法の改良を小寺山等が示した方法にて行う。

静的カテナリー理論によるシミュレーション まず、

係留点の運動の時系列により、係留点とアンカー点との水
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Fig. 66: Vertical and horizontal displacements at 

No.4 mooring point 

平距離 h(t)及び垂直距離v(t)の時系列を求める。これらの

値及び係留ラインの長さと単位長さ当たりの水中重量から

静的カテナリー理論により時々刻々の張力が計算される◇こ

うして求めた張力の時系列を長周期成分（周期40秒以上）

と短周期成分 (40秒以下）に分離し、実測された時系列

のそれぞれと比較した。その結果、長周期成分は静的カテ

ナリー計算で十分精度良くシミュレートできるが、短周期・

成分は実測値と一致せず、位相ずれがあり、実測値には係留

ラインの動的影響が含まれる可能性がある。

簡易計算法によるシミュレーション 簡易計算法と

は、係留ラインの運動を微小振幅の準静的運動と仮定して

係留ラインに働く流体力や慣性力を求めるもので、張力は

次のように表される◇

‘”.....,.... し．し．し、

T(t) = ✓巧(t) ＋ T3(t) （141) 

Th(t) = Ahhh(t) + Ahvii(t) 

+ Bhhh(t)lh(t)I + Eh"v(t)lv(t)I 

+ chhh(t) + ch凶 (t)+ Dh {142) 

Tv(t) = Aふ(t)+ Avvv(t) 

+ Bvhh(t)jh(t)I + B"＂v(t)lv(t)I 

+ C咋 h(t)+ Cvvv(t) + Dv (143) 

上式の右辺第 1, 2項は憤性力の項、第 3,4項は抗力成分

の項、第5,6項は復原力、第7項は定常力を表す。各微係

数Ai,Bi,Ciは準静的計算、すなわち、係留点での微小変位

による係留ライン各点での変位を静的に求め、それに流体

の付加質量係数及び抗力係数を乗じ係留ラインにそって積

分する。こうして水平及び垂直方向の微小変位による水平

及び垂直方向の張力の微係数が得られる。なお、係留ライ

ンに対し法線方向及び接線方向の質量力係数を 1.87、抗力
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Fig. 67: Measured No.4 line tension 

係数をそれぞれの方向にたいし 2.20、0.27とした 0 これら

の値は安藤 [49]による水槽試験結果を参考にして決めた◇

この方法によるシミュレーションの結果について長周期

成分、短周期成分に分離し、実測値と比較した。 Fig.67に

計測値、 Fig.68に計算値を示す。この場合、静的カテナリー

計算の場合と同様に長周期成分力に関して両者は良く一致

するが、短周期成分力に関しては位相は一致しているが、振

幅は小さい。そこで、上記方法の改良を試みる。 (142)及び

(143)式の係数 A,,B,,C,はh(t)の平均値、 v(t)の平均値、

係留ラインの初期長さ、単位当たりの水中重量等で決まる

定数として取り扱われている。しかし、 h(t)は浮体の長周

期運動の影響で、長周期の変動に波周期の変動が重ね合わ

されたものになっているため、微係数を定数として取り扱

うのは無理があるように思われる。そこで、 h(t)を長周期

成分位(t)と短周期成分 hs(t)に分離し、 h(t)の長周期成

分と 1v(t)の平均値万に応じて微係数を時々刻々求めることに

する、》、すなわち (142)式及び (143)式を以下のように修正

する、9

Th(t) = Ahh(hL(t)，可）hs(t)+ Ah;(hL(t)，可）v(t)

+Bhh(hL(t)，可）hs(t)lhs(t)I+ Bhv(hL(t)，万）v(t)Iり(t)I

+chh(hL(t), v)h(t) + Chv(hL(t)，そi)v(t)+ Dh(hL(t)) 

(144) 

Tv(t) = Avh(hL(t)，万）h(t)+ Avv(hL(t)，万）v(t)

+Bvh(hL(t)，万）ん(t)lh(t)I+ Bvv(hL(t)，可）v(t)lv(t)I

+cvh(hL(t)，そi)h(t)+ Cvv(hL(t)，万）v(t)+ Dv(hL(t)) 

{145) 
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Fig. 68: N o.4 H ine tension simulated by approximate 

calculation method 

上記表現が可能であるためには h(t)が長周期成分位(t)と

短周期成分ん(t)に分離できることが必要であるが、 Fig.71 

に示すように h(t)は周期 15秒から 40秒の間でほとんど

有意なパワーを持たないため、十分に分離可能である 0 本

計算では分離周期を 40秒とした。微係数を時々刻々求め

る方法として、始めに加の変動範囲を考應して 10数点計

算しておき、それを使用して時々刻々補間して求めた。

こうして求めた張力の時系列の結果を Fig.69に示す。実

測結果である Fig.67と比較すると両者は非常に良く一致

する。

変動張力のスペクトル 前節において改良された簡易

計算法 (MAM)の結果と実測値は良く一致することが確か

められた◇このことは、計算法の妥当性と同時にポセイド

ン号の運動及び張力が精度良く計測されていることを意味

している。そこで、以下において、変動張力に対し係留ラ

インの動的効果及び浮体の長周期運動がどのように影響す

るかをスペクトル解析及び統計解析を行って調べることに

する。対象とするデータは 1989年 11月 19 EIに計測

された 3時間の連続データである。このときの有義波高は

約 4.5mであった。まず、長周期運動が張力にどのような影

響を及ぼすかを調べるために、 h(t)から長周期成分を除い

た如(t)とv(t)を用いて、静的計算、単純簡易法による動

的計算及び改良された簡易法によるシミュレーションを行っ

た。 Fig.70はその結果を示す。この図から長周期遍動がな

くなると短周期の変動張力の振幅も若干小さくなることが

わかる。 Fig.71はシミュレーション結果も含めた変動張力

(b) low £coquoncy co"'ponont 

SO 9 9 9 000 

.... 00 “.＆綽一〇． 00

(C) h:I.oh 2亡0quonc，， c。"'p〇n"nt
eo ̀’̀ ooe 

Fig. 69: No.4 line tension simulated by modified 

approximate calculation method 
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Fig. 70: Ti ime series of measured and simulated ten-

s10ns 
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のスペクトルを示す。この図から以下のことがわかる◇

{1)動的計算による結果と実測値は、長周期成分、短周期

成分ともに良く一致する◇

{2)水平距離変動 h(t)の長周期成分は短周期成分とほぼ同

等のパワーを有しているが、張力の長周期成分のパワー

は短周期成分のそれより小さい。

(3) しかし、静的計算ではそれらは同等である◇

{4)長周期成分を除いた計算では短周期成分のパワーも若

干小さくなる。

4
 確率論的方法では、 Cartwright-Longuet-Higgins[31]が

線形応答についての極値の確率密度を求める式を誘導し、応

答の分散と応答スペクトルのバンド幅パラメータによって

確率密度が表せることを示している◇従って、線形応答の

場合は、入射波に対する応答の周波数応答関数さえ求まれ

ば、極値の各種統計量は求められる。しかしながら、長周

期運動のような波に対する 2次の非線形応答を含む場合に

はこの方法は適用できず、過小評価することが知られてい

る [50]。このような 2次の非線形応答の予測の問題に対し、

最初に確率予測法を適用したのは Neal(51]である◇彼は

Kacぷ gert[52]が電気工学の分野で開発した方法を使用し

てその応答の特性関数の closedform solutionを見いだし

た。 Kac-Siegertが開発した理論は、応答過程が任意の正規

過程を入力とする 2項までのボルテラ汎関数級数で表され

るとすると、応答過程は標準正規型確率変数列の 2次形式

の和で表されることに基づいている。従って、 2次形式の

和で表される応答過程の特性関数を求める問題は、積分方

程式の固有値及び固有関数を求める問題に帰着できる◇特

性関数と確率密度関数はフーリエ変換対を成すため、 Neal

の方法は有用であるが、しかし、そのままでは解析的に求

めることができないはかりか、数値的にも、複素変数の平

方根を含む積分を有するために評価できない◇

Naess [53,54,55]は長周期応答の確率予測の問題に対し、

slow drift approximationを導入した◇すなわち、 2次の波

カの QTFに対し 2成分波の和の周波数応答を無視すると、

特性関数を求める積分方程式の固有値は 2重固有値となり、

応答の確率密度関数は、レイリー過程列の自乗和で表され

ることを示した。しかしながら、この方法では線形応答を

無視しておりそのままでは使用することはできない◇

Vinje [56,57]及び日根野 [58]はキュムラントの Taylor

展開から、線形応答が2次の長周期応答に比べて大きい場
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合の応答及び極値の確率密度関数を求めている。この方法

は、基本的にはガウス分布を基底として確率分布を展開す

る Gr.am•Charlier 展開と等価であり、もし有限項で打ち切

ると負の確率密度が発生する等物理的に不合理である。

Wi,nterstein [59,60]は、確率密度関数を展開するのでは

なく、確率変数を理想確率変数（正規確率変数）で展開する

方法によって非線形応答の確率密度関数及び極値予測を行う

方法を開発している。この方法は、一般に Wiener.Hermite

展開と呼ばれるものの 3項までで打ち切ったものに対応す

る。応答自身の統計量は既知であるが、応答が多変数の入

カの非線形相互作用で起こっている場合に有効な手法であ

ると言われている。しかしながら、応答自身を現象とはまっ

たく異なる理想確率変数（正規確率変数．）で表すために、入

力と出力の関係がまったく判らないため完全な予測理論で

はない。つまり、応答自身の統計量をある程度シミュレー

ション等から見いださなければならない。

一方、著者の一人 [61]は、線形応答と長周期の 2次の応

答を含む全2次応答の確率予測に関し、ガンマ分布近似法

を提案した。この方法は、純2次応答や弱非線形応答を仮

定しない一般の場合に適用できるもので、ガンマ分布を基

底とする確率分布関数の Lag-uerre展開と等価である。この

級数は Gram•Charli er展開と比べて一様収束性が保証され

ていること、負の確率密度が発生しないこと等がこの方法

の優れている点である。この方法の有効性を木下 [62]らは、

模型実験との比較から示している .. 

また、極値統計量を推定するためには応答変位及び応答

速度の結合確率密度関数を必要とする。これを求めること

は非常に難しくさまざまな近似がなされる。しかしながら、

応答速度と応答変位は独立であると仮定して求める手法が、

工学的には良く用いられる。

まず、本章では外力に対する係留浮体の一般の 2次の非

線形応答の理論をおさらいし、極値統計予測法についてま

とめぶつぎに、ガンマ分布近似法を波と風がある場合の

応答予測理論に拡張し、その予測結果と実海域による実機

デークとの比較から非線形応答の極値予測法を検討する .. 

最後に、係留力の統計予測に関しては、先のシミュレー

ションのところで示したように、変動張力が、多変数の入

力成分から決定されることから、 Wintersteinの予測法を試

みる .. 

4.1 係留浮体の全 2次応答の確率密度関数

の推定

(1)厳密理論 入射波が、ゼロ平均のガウス確率過程とす

るとき構造物の非線形応答は入射波の 2次のオーダーまで

考應するとつぎのような 2項ボルテラ級数で展開される。

X(t) = x<1) + x<2) (146) 

ここで、右辺第 1項は線形項で次式で与えられる◇

砂＝／釘(r)((t-r)d?" (147) 
7' 

また、右辺第2項は 2次の非線形応答を表し次式で与えら

れる。l

砂＝／j釦 (T1，乃）（（t-n)（（t -乃）dr1・d乃 (148)
T 乃



48 

(147)及び {148)式中の((t)は、ゼロ平均ガウス確率過程で

ある水面上昇量を表す。核関数 g1は線形インバルス応答関

数であり、核関数 g2は、線形インパルス応答関数の類似か

ら2次のインパルス応答関数と呼ばれる。

これらのインパルス応答関数が連続で絶対可積分である

と仮定すれば、フーリエ変換が可能であり、前の章で示し

たようなフーリエ変換対を持つ。

Kac -Siegertに従うと 2次までの非線形応答 X は、つ

ぎのように、同一の確率分布に従う確率変数 {wi}の2次

形式の和で表示可能である。

00 00 
X(t)＝こc3兄 (t)＋こ入j町(t)

j j 

I-OOOO叱（国(w)如＝｛； ］ ； ： 

(149) 

ここで、 Wjは標準正規型確率変数列（ゼロ平均、分散 1で

互いに独立）である。入j は、つぎの積分方程式

IOOK(W心）い ） ら ＝ ＂ j{w1) {150) 
-00 

を満たす固有値であり、 Ciは、線形応答を表すパラメーター

で、次式から求められる。

Cj = /OOGl（叫謬加） （151) 
-00 

ここで、＊は複素共役を意味し、 Sくは two-sided型の波ス

ペクトルである。方程式 {150)の重jは、次式を満たす直交

固有関数列である。

(152) 

また、核関数K(w11w2)は次式で定義され、 Hermitie性を

有する。

K(w1,w2) = /坂(W1)坂（四）G2(w1,w2) (153) 

固有値入jとパラメータ Cjが既知のとき、確率密度関数は

次式で与えられる。

1 
oo 

PX（の） ＝-f; 1_: exp(-ixs)t/>x(s)ds (154) 
-oo 

ここで、 ¢xは特性関数を表し次式で与えられる。

oo 1 2 2 

<px(s) = IT C • S 

exp[- 3 

i=1三 2(1-2的 s)
] (155) 

(154)式から、平均、分散及び高次キュムラント等の統計

量は

k1 ＝X = E[X(t)] = E 入j

k2 ＝咋＝ E cj + 2 E 碍＝叶＋吐 (156)

km = L 2m-1(m -1)！入『＋ Em！入「―2号
for・m 2:: 3 

で与えられる。 Kac-Siegert [52]とNeal[51]は式 (154)式

で表される確率密度関数は closedformで与えられず、数値

計算が必要であると結論づけている。これは確かに事実であ

るが、特殊な近似が成り立つ場合には closedform solution 

が存在し得る場合がある。

(2) NAESSの近似 Naess [53,54,55]は係留浮体の長

周期運動では、 2次応答の内2成分波の和の周波数成分が差

の周波数成分に比べて非常に小さいことから、つぎの slow

drift approximationを導入した。

G2(w1,w2) = 0 as w1 ・W2 > 0 

つまり

K(w1池 2)= 0 for 叫 •W2 > 0 (157) 

この時、積分方程式 {150)は、

J.00 K(w1,w2)q K(w1，吟）飢（四）血12=入直j（切） for w1こ0

o (158) 

固有値は、

’” ... '-'-でヽ

入2た 1=入2j＝ふ
となるので、これは2重固有値問題である。固有関数は、

叫 (w)=｛的(W)
古町(w)

鯰（w)= { ~-砂(W) ： : ： t 
六釘(w) , w < 0 

となるので、 W2た 1とW2;はHilbert変換対になり

的（t)＝ふ乙石元
はレイリー過程である。もし、線形応答が2次の応答に比べ

て小さければ、 Cj三 0であり、また有限固有値であると仮定

すれば、純2次応答の確率密度関数はつぎのように closed

formで与えられる◇

麟 exp（一却

px（x)= {:贔疇）

、̀,＇’や
J
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ー、.＇``
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, X ~ 0 

,xく 0

(159) 

(160) 

(161) 

(162) 

(163) 

であり、 固有値はつぎのように正と負の 2つのグループ

に分けられる。（入ゎj= 1, ・ ・ ・, M, for入j> 0と入;,j= 

M + 1, ・ ・ ・, N, for入jく 0)

(3)近似理論

(i) Gram-Charlier展開法 もし、応答過程が弱非線

形であれば、応答の瞬時値確率密度関数は、 Gram。 Charlier

展開（展開第一項が正規確率密度関数）で表される。これ

について簡単に紹介しよう。

もし、固有値入jがバラメータ Cjに比べてかなり小さけ

れば、 X はガウス分布に近づく事が予想される。そこで、

X-E[X]をZで置き換え次式で定義される誤差PE(z)を導

入すると

PE(z) = px(z) -N(O, <Tら） （164) 



で表される。ここで、 N(O,o-Jc)はゼロ平均、分散咋をも

つ正規密度関数である。もし、 P€を重み関数 {w(z)hn(z)}

を持つ直交関数族で展開すれば、それはつぎのように表さ

れる。 OO 

釦 (z)＝こ叫n(z)w(z) (165) 

n=l 

ここで、

知＝ JOO妬(z)p"(z)dz
-00 

{166) 

w(z)が正規確率密度関数である場合は、良く知られたよ

うに妬(z)はHermite多項式で表される。 Hermite多項式

の性質から、最終的に応答 Xの確率密度関数はつぎの展開

形で与えられる。

00 -

l bn 
px(x) ~ ~[1+ > の一ア． の一了——Hn{ — }exp(-~)] 

211"<JX L-'L.J_ n!(Jn ox 2(J＆ 
X 

n=3 

(167) 

これは、 Gram-Charli er展開と呼ばれ統計学ではしばしば

現れる。この式の中のしは高次モーメントを表し、

bn = E[(x一了）n］ for n 23 (168) 

で与えられる。また、これらは周波数領域の積分形でも与

えられる。この方法は、高次モーメントを求めれば応答の

確率密度関数がただちに求められる点で利点があるが、こ

の展開級数は常に収束するとはかぎらずまた、有限項で打

ち切ると負の確率密度が生じる可能性があるので注意が必

要である。負の確率密度が生じる事は物理的に考えて不合

理である。

(ii)ガンマ分布近似 もし、固有値の数が有限であると

すれば、 (149)式から応答 X(t)は次の 2つの確率過程に分

離できる。

X(t) = Z1 + Z2 (169) 

....... .::.::で‘

Z1 = fいWi凸 wJ) (110) 

i=1 

Z2 = tいWj凸 W]） （171) 

i=M+1 

このとき、確率過程 Z1とZ2は互いに独立である (e.g.Pa-

poulis (63])。もし、時間を固定し、 Cj三 0であれば、 Z1は常

に正の値をとる確率変数になり、一方 Z2は常に負である確率

変数になる。この場合、連続確率分布の近似理論により Z1 と—

Z2は、一般化 Laguerre多項式の級数で展開できることが数

学的に証明される [64]◇この級数の初項は2パラメータを持

つガンマ pdfである◇例えば、もし Y= 入1Wl+··•十心w;
とおき、入;> O(i = 1，・・・，n)を考えると、 Yのpdfは次の

ような一様収束する級数で表される◇

oo 
ll 

py（x) = P-r（の，20;-）［1+ (f-1) の
i)[l + LB心（百）］ （172) 

k=l 

ここで、 P-rは 2バラメータ (0とu)をもつガンマ pdfであ
（り

ふ LKアは一般化 Laguer代多項式であり、 BkはLaguerre

多項式の直交性から決定される係数を表す。 パラメータ0
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とッは未知であるので、これらを係数 BiとB2が0となるよ

うに決定すれば、 P-rはpyに対する 2次の近似解を与える◇

つまり、 pyの1次及び2次モーメントはp-,のそれと一致す

る。同様の近似が Cj;# 0の場合にも適用される。 (170)式

のZ1を次のように変換すれば

Yi= Z1十こ元＝こ因

Vj = W; + Cj 
2入j

(173) 

(173)式は Cj= 0の場合と同じように正規確率変数の 2次

形式の形を取る。ただし、 E[V;(t)]= -:l& :/; 0である。この
2入j

とき、 Vl(t)のpdfは非心X2pdfとなり、 Vjは互いに独立で

ある。従って、 Yのpdfは非心X2pdfの級数形で表される。

非心x:2pdfは一般化 Laguerre多項式でも表されるので、 Y

のpdJ「はまたガンマ pdfを初項とする一般化 Laguerre多項

式の級数で (172)式のように表される。しかしながら、 1次

と2次応答間の統計的相互干渉は、 3次以上の高次モーメ

ントで起こる ((156)式参照）。それゆえ、 2次までの pdf

の近似では不十分である心そこで、 2次までの pdfの近似

を少なくとも 3次まで拡張する必要がある。まず、次のよ

うな 3バラメータ (0,v,fJ)を有するガンマ pdfを考える。

v 1 
1IT(X,6,20; -）＝ 

2 I - (20)v/zr(v /2) 
(X _ 6) v/2-1 

X-6 
exp(----）び（の一 fJ) (174) 

20 

ここで、び（エー 6)は階段関数であり、次の関係を満たす。

び(x-b)={ ~ :~! (175 
〇の<6 

） 

0はガンマ pdfの母数、 vは自由度を表す。

対応する特性関数 (cf)は

1 
も(u,fJ,20;v/2)= ~exp(i紐） （176) 

(1 -2i伽）v/2

と表される。 Z1のキュムラント母関数とガンマ pdfに従

う確率変数のキュムラント母関数の差をとり、

△三 log<p z1 -logも

1 M 

= -½ Llog(l -2叩）＋生log(l-2恥）
j=1 2 

M 2 2 

―こ伊
2(1 -2i入iu)

-io1 u 

j=l 

{177) 

切＝母栢「を代入すれば、

M 

△三一江log[l-2（入斤仇l]

j=l 

＋ 
M-v1 

2 
log(l + 2絞 1)

M 2 

+ t:J-[ ] 
2 L{l -2（入j-01)＆｝（1 + 20ふ）

j=l 

01{1 

(1 + 20ふ）
(178) 
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を得る。もし、釘が 2佑＞ max入;(j=l,・・・,M)を満た
すように取られるとすれば、すべての0に対し、

12（入j- 01)6)1 :s; 120161 :s; 1 

を満足する◇それゆえ、△は 2釘もに関し一様収束するべき
級数に展開できる◇

△ = （こ入j→101-~1)6 

+ (戸-2I:入必＋詞＋こ芍＋叩1)(;

＋ ［栂:入}-3I:机＋3こ入Jof→1oi!）

- 4(}訊＋こ詞— 2Lc拓］ff
+ 0({20ふ｝り (179)

上式右辺第 1、2、3項を消去するように01,v1，ふを決め

れば、各パラメータは

01 = 4}:羽＋3E知］
4}:刈＋2}:c;

ふ＝こ入jー
(2E碍＋E合）2

4E刈＋3E入吋
(180) 

2(2こ碍＋Lc;)3 
l/1 = 

(4}:刈＋3こ入］号）2

と決定される,,Naessによって導入された slowdrift ap-
proximationを導入すると、各パラメータはそれぞれ、

ぶ＝ 281

ii1 = 2v1 
01 = 01 

(181) 

(182) 

(183) 

となる。すなわち、 Z1のpdfの近似解は次式で与えられる。

丘 (X)＝Pん（X,ぶ，砧；vi/2) (184) 

この解は、 3次までのモーメントが厳密解に一致するので、

PZ1の3次近似解である。

厳密解は以下に示すように、一般化 Laguerre多項式の級
数形で表される¢

(179)式から、 Z1の特性関数は次式で表される◇

oo 

妬1
”~  

＝妬(U,61,20心／2)exp[LAぷ］
n=4 

oo 

＝妬こ叩f
k=O 

ここで、 Bo= 1, B1 = B2 = BJ = 0を課す◇

次の関係式を用いると

1(185) 

8k 

一80k 
も＝ 1/1伍＋ 2）・・・(v1+ 2k -2)ffも 1(186) 

1 

00 

鯰 ＝E Bk が
i1伍＋ 2).・・ (v1+ 2k -2) 80f 

--=-¢7 (187) 
k=0 l 

となる。右辺の偏微分は

炉 (-1)ゾ 1U OO 2直？炉＿s 砂＋k-1

町＝附（町2)f.e 戸 (e の）心

(188) 
のような積分形で表される。これを Laguerre陪多項式

ezx―°'d,. 
Lや(x)＝―ー(e―エ”,.+01) (189) 

r! んが

（ただし、 a>-1, r = 0,1,2,・ ・・） を使用して書き直すと

8k 
も＝

(-1)K OO S - 61 
可 附（研） J,l k!exp（一可―)

（二~ti/2-1 L~fl1/2-l）（二）eius#
201 

） 
201, d01 

{190) 

が導かれる◇結局 Z1のpdfの厳密解は次のようになる。

oo 

圧＝ p-y(x,61, 20心／2)(1+こ恥{-1),.k!r伍／2)

k=4 
奸r伍／2+k) 

X Lk (vif2-l)1Xーぶ
(---

201 
）］ (191) 

展開係数は、

ik れ／2-1)1~ ぶ恥＝一与E[Li (--
(-1) 釘

)] (192) 

となる 0 4次以上のモーメントが必要である場合には (191)
式を使用すればよい。次に、ーZ2のpdfも同様に

Pz2(x) !:::: P-r(x,も， 2む；み／2) (193) 

と近似できる・◇

この結果は、全2次応答過程X(t)が、 3パラメータを有

するガンマ分布に従う 2つの独立な確率変数の差で近似で

きることを意味している。したがって、畳み込み積分から

全2次応答過程の近似 pdfは次式で与えられる。

PX（x) = 

応，も；ぷ，ら）J。°°(z十エーぶ＋あ）ftt/2-1

z"2/2-1e―oz dz exp(-＝ム五と261) 

forのこふー 62

応，も；ぷ， 82)J。OOに一 x+ ぷ—あ）＂2/2-1

h/2-1 -az z''1P-1 e-az dz exp( ←ふ＋8？
~) 

for x < 61 -62 

ただし、

1 
!(01，約；ふ，b2)= 

(2む）研(2あ）ft2/2r伍 l珈（み／2)

1 1 
a =—+ -201. 2；；2 

である。上式の被積分関数は多価関数であるが、 Cauchyの

主値積分を利用すれば数値的に処理することができる◇



ガウス分布への収束について もし、固有値入jが cj

に比べて非常に小さい場合、すなわち 2次の応答よりも 1

次（線形）応答が大きい場合には明らかに応答過程 X(t)は

正規過程に近づく◇この事実を本近似法でも説明できるか

どうか以下に調べる◇

（ 180)式から、標準偏差心と平均Xを固定すると

(}1= 上
屈

ぶ＝ア—五(IX
(194) 

の関係が得られる。すなわち、ガンマ pdfのパラメータは

互いに独立ではなく、一つだけが独立である。そこで、 ii1

（ガンマ pdfの自由度）を独立変数とし、確率変数のを zで

置き換え、

x-X 
z= 

6x 

n = il/2と置けば、ガンマ pdfは次のように書き直される。

研）＝｛戸［汀ふ？〗］に：：笠
_-¢ 

入j< 1かつ n→ OOのときの上式の漸近挙動を調べる◇

Stirlingの公式

r(z + 1) ~ ~zz+l/2ご as z→ OO 

に注意し、 log(l+ u)の Iu|< 1に対する Taylor展開

1 
log(l+u)=u- —+ o（記）

加 2

を使用すると logp-yは次のように表される。

logp,, 
1 1 2 

= -log,J'ii+{——+—+ • • •} --z 
4n2'3が 2

3 2 

＋ 
z・,  z 

＋ 
z 

―-（- -．．． 
3ぷぷ 2n

+ ・ ・ ・) + o(l) (195) 

もし、 n→ 00であれば

すなわち、

z 2 z 
logp-y ~ -log、百―—+ 0（一）

2 I -'fa 

2 1 ,  z 
P;,~―exp(-7) as n→ oo (196) 

年 2

を得る。これは、 nが十分大きいときは、 P;は正規分布に

漸近することを意味している◇

しかし、 tailでの正規分布への漸近の速さは緩やかで、

lzl < foの範囲に対してのみに適用されることに注意が必

要である◇

極値分布

確率過程の極大値の確率分布の予測は通常、応答過程が

狭帯域ガウス過程であるという仮定の基にレイリー分布を

使用して行われる。しかしながら、係留浮体システムの場

合には応答過程がガウス過程であるという前提条件を満足

しないためにレイリー分布を使用することはできない◇
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非線形定常応答過程の極値分布を厳密に求めるためには、

応答の変位、速度及び加速度の結合確率密度関数を必要と

する◇つまり、応答X(t)が、ある範囲 [y,y+ oy]にある場

合の単位時間当たりの極大値、極小値の数の期待値は、そ

れぞれ次式により求められる<>

E[N+（y)］＝ -6yf゚ 叫(y,0, X)dX (197) 
-oo 

E[N―(y)］ ＝ 6yIOO如 (y,o, x)dx (198) 

゜それゆえ、極大値及び極小値が (y,y+ fJy)にある確率は次

式で与えられる。

ただし、

叶(y)6y

p;(y)6y 

＝ 

＝ 

E[N+(y)] 

E[N+(-oo)] 

E[N-(y)] 

E[N一(oo)]

(199) 

(200) 

E[立 (-00)］ ＝ -IOO I゜叫(x,O，X)d紐
-OO -OO 

= E[N―(oo)] (201) 

ここで、 Pt,P；はそれぞれ極大値及び極小値の確率密度関

数であふ応答 x(t)が狭帯域スペクトルを持っている場合

には、 meanレベルアップクロスの個数と極大値の個数は等

しくなるのでpヰらの代わりに、応答変位と応答速度の結合

確率密度関数pェzから次式によりあるレベル yを超える極大

値の数の単位時間当たりの期待値を求めることができる。

1 
E[N+(Y)] = i 1_:枯l圧（正）d出

-OO 
(202) 

これより極大値の確率分布関数は

P,(y) = 1 -
E[N直）］
E[N亨）］

(203) 

で与えられ、極大値の確率密度関数は

匹 (y)= -i:{ d f。OOPxx（いx,x)xdx

初 J。OOPxx（ア，サ）idx ｝ (204) 

で与えられる。

一般に、交差するレベルを大きく取れば、たとえ応答過

程が広帯域であっても近似的に上式が用いられる。しかしな

がら、非線形応答過程の結合確率密度関数を求めることは

非常に難しい。最近、確率密度が従う運動方程式 (Fokker-
Planck方程式と言われる）から経路積分法を用いて直接計

算する方法が Naess-Johnsen [65]によって開発されている

が、実用的な方法ではない。

そこで、近似的に応答変位と応答速度は独立であるとい

う条件を課す 0 この場合、

P#（X，と）＝匹(x)・ Px（x) (20s) 

であるから極大値の確率密度関数は次式から求められる。

pp(y) = --;::-{ 
d,px(Y十X)
dy l px（X) 

},  y ~ x (206) 

また、確率分布関数は、

珈＝ 1-靡 (207)

となり、瞬時々の応答の確率密度関数のみから与えられる。
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4.3 応答の異常値統計量

応答の異常値を特徴づけるものとして以下の統計量がある。

1/n最大期待値の平均値 これは応答の極大値の母集団

分布から任意に M個取り、その極大値の内で大きい方から

M/n個取り出して平均を取ったもので次式から求められる。

oo 

百+=/  xpp(x)心 (208)

弁
1/n = 1-氏（号）（209)

極値の分布をレイリー分布に仮定したときは

1 1 
互＝吋布［一咋百＋ぷ{--Er（犀面｝］

n 2 
(210) 

00 

砂＝ ／exp(-t2)dt 

と近似できる。ただし、 Erはガウスの誤差関数、 m,oは次式

で与えられるスペクトルモーメントである。

叫＝／OOu芯 (w)血 (211)

゜
ここで、ふは応答のスペクトル密度関数である。

N波中最大値の期待値極大値N個のサンプルを母集団

分布より抽出し、その中から最大の極大値を一つ選ぶ。こ

の試行を繰り返し、その平均を N波中の最大値の期待値と

呼ぶ。これは、試行が独立であれば、次式より与えられる。

E［Xm(N)] = J.00 XmPmpdXm {.212) 
て

Pmp = NPp(xm)N-l四（エm)

時間幅T内での最大値の期待値 これは、前の極大値の

数の代わりに時間幅Tを使用したもので次式で定義される。

E[x(T)] = E[max{ぉ(t);to :5 t :5 to + T}] (213) 

ただし、極値の数と Tは次のように近似できる。

N ＝土（長＋嘉~)T (214) 

極値分布にレイリー分布を仮定すると次の良く知られた

Longuet-Higginsの漸近解がある◇

E［x(T)] ~ ✓布（ぷ＋

, (T ≫ 1) 

T 

J 
） 

q, = 21疇岳T)

ここで、 TはEulerの定数である。

{215) 

{216) 

動的信頼性からみた最大極大値の期待値 動的荷重に
対する構造物の安全性、すなわち動的信頼性は次に示すよう

に初期超過確率を理論的に算出することに集約できる。初

期条件の(0)＝x(O)= 0で確率過程の(t)が初めてある振幅

レベルふまたは一ふに達するまでの時間巧は確率変数でそ

の確率分布関数を Prf(t)とすれば、動的信頼性は

Po（ふ，ーふ） ＝ Prob{ ma.xx(t) $ふ nminの(t)こーふ

; 0 $ t $ T} = 1 -P巧 (217)

で定義される。つまり、一定時間 [O,T]において x(t)の最大

値がふよりも小さく、同時に最小値が一ふよりも大きくな

る確率で評価する。そこで、 x(t)の限界値入（ふまたは一ふ）

が十分大きいと仮定すると、 x(t)が入と交差する機会はめっ

たに起こらないので、それらを独立に発生する事象と考え、

ポアソン分布則が適用できるとする。このとき、定常過程

を考えれば、片側（極大値方向）限界入に対し、次式が得ら

れる。

Po= exp（一吋T) (218) 

ただし、吋は単位時間当たりの正勾配でレベル入を超える

交差回数の期待値である。

これは、見かたをかえると x(t)の極大値のある時間内

[to, to+T]の確率に等しくなる。従って、この確率分布関数か

ら期待値を求めることができる。つまり、ある時刻[to,to +T] 

内での最大極大値ゑ(T）の期待値は

00 
如）］＝／,¥dPo（入） （219) 

で与えられる。 もし、 NをN＝吋Tで置き換えると

N log[(l -Pp(z))"'] = N log(l 
哨T
N 

＝丑T+O（字）（220)

となる。これは、 N → 00の時、 (1-Pp)Nは exp(-v!T)

に近づくことを意味している。すなわち、 Nが十分大きい

ときは (212)と(219)は等価になる。

補足：風、波による長周期運動の非線形予測理論

•まず、波による長周期運動の確率密度関数 p(1は、ガン

マ分布近似法で求められる。

•風による長周期運動は変動風による低周波数成分力に

起因するものであり、変動風過程は準正規過程である

ことが既に判明しているので、変動風は平均 m 、分散

6の正規過程と考える。すなわち、

四 (x)=―exp {(x -m)2 /2(f2} (221) 
年 (f

この時風による長周期逼動の平均と分散は次式から推

定できる。

元＝ふ△p1HL(O)

(I; = I IHL(w)l2 s; SAp1 (w)dw 

ただし、△mは、 surge方向の変動差圧であり、 S△Pl(w) 
はそのスペクトルである。これらは、圧力係数cp= 1.3 
を用いて変動風から推定可能である。



•波による長周期運動と風による長周期運動とは独立と

考えられるので、風及び波による長周期運動の瞬時値の

確率密度関数は、次の畳み込み積分によって得られる。

研）＝fp,(zーの）四(z)dz .(222) 

•最大極大値の期待値の予測に関しては、運動応答とそ

の速度応答が独立であるという工学的にシピアーな条

件を課すと最終的に N波中での最大極大値の期待値は

(212)から求められる。

5 実海域データによる検討

5.1 長周期運動の統計解析

模型試験あるいは理論研究によると、長周期運動の分布

はガウス分布からはずれ、またその運動の最大期待値は線

形理論では予測できないと言われている。それが真実かど

うかを実測結果と比較することにより調べる。さらに変動

風によっても長周期運動が生じるが、風の影響についても

言及する。

解析の対象とした実海域のデータは、平均風向及び入射

波の主方向がほぼ船首方向と仮定できる 9時間の連続デー

タである。有義波高は約 3m、有義波周期は約 7secであっ

た。 Fig.72は、 surge及び swayの長周期運動（波周波数

成分及ぶ風の影響も含む）の瞬時値分布 (1時間）の例を

示す。図から判るように surgeの分布形状は左右非対称で

あり、破線で示すガウス分布から外れており、分布の裾が

drift方向に広がる傾向がある。図中の実線は、風、波によ

る長周期運動の非線形予測理論に基づいて求められた瞬時

値分布である。この非線形統計理論による推定結果は、実

測結果と良く一致している。これに対し swayは、 surgeほ

ど明瞭ではないが、やはりガウス分布から若干ずれる傾向

がある。分布の非対称の原因は、物理的には次のように考

えられる。

浮体からみて無限遠方に浮体を取り囲む検査面をとり、検

査面に囲まれる領域で運動量保存則を適用すると、波漂流

力は反射波の波高の自乗に比例することが示される。長周

期運動はこの漂流力の時間変化によって生じる。エネルギー

保存則から反射波のエネルギーと透過波のエネルギーの和

は入射波のエネルギーに等しい。入射波をガウス過程とす

ると、入射波の瞬時々のエネルギーはレイリー過程の自乗、

つまりガンマ過程で表される。同様に透過波のエネルギー

過程もガンマ過程で表されるが、入射波のエネルギー過程

を表すガンマ過程と比べると、大きさ及び周波数特性が異

なるために、自由度及び母数等が異なる。結局、波源流力

過程は 2つのガンマ過程の差で表され、反射波が生じると

きには、入射波のエネルギーに比べて透過波のエネルギー

が小さいために、長周期運動の瞬時値分布は、波に対して

drift方向に裾が広い非対称分布になる。

Fig. 73は、 surgeの drift方向の極値分布である。極値は、

各ピーク値ではなく、狭帯域の仮定つまり、ミーンアップク

ロス間の最大ピークを取っている◇この結果からも surgeの

長周期運動の極値分布が、線形過程から得られるレイリー分

布からずれ、非線形予測結果と良く一致することがわかる。

Fig. 74は、長周期運動を含む surge及び swayのN波中

最大極大値の期待値を示す。図の破線は、 Longuet-Higgins
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の予測結果 [1]、実線は非線形予測結果を示している。この

結果から、 surgeの最大極大値の期待値は Longuet-H1iggins 

の結果より 1.3倍くらい大きくなっていることがわかる◇こ

れに対し、非線形予測結果は、観測値のほぽ上限を与えて

いふこのように surgeの最大極大値の期待値は、線形理

論では予測できず非線形理論を用いなければならない◇

一方 swayについて、観測値は、大体 Longuet-.H1iggins 

の予測値まわりで変動しており、左舷方向の最大極大値の

期待値は、その予測値を若干上回ている◇この原因として

は、次が考えられる。

前述したように swayの長周期運動は、風が支配的であ

り、風速変動の過程は、準正規過程であることがすでに判

明している◇従って、 swayの最大極大値の期待値は、狭帯

域仮定から導かれた Longuet-Higginsの予測値とほぼ良く

一致する。しかし、長周期運動に対する波の寄与があると

surgeの時と同様に非線形影響が現れ、線形予測値である

Longuet-Higginsの結果を上回った◇左舷側の swayの最大

極大値の期待値の傾向はこのように解釈すべきである◇

このことは、波による長周期遍動に風による長周期運動

が混入すると、長周期運動のトータルな分散は増加するが、

最大極大値の期待値と標準偏差との比は、線形理論である

Longuet-Higginsの結果に近づくことになる◇これを確認す

るため、風及び波による非線形予測理論で調べた。

このようにして求めた結果が Fig.75である◇確かに、風

によって分布の非対称性が緩和され、最大極大値の期待値も

波だけによる非線形予測結果より低下し Long1tet-Higgins 

の結果に近づくことが判る◇また、本論の非線形予測理論
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結果は、シミュレーション結果の上限値を与えていること

がわかる◇これは、非線形予測理論が工学的にシピアーな

条件として応答過程とその速度過程が独立であるという仮

定から求められていることと波の方向分散性を考慮してい

ないためであり、上限値を与えていることは理にかなって

いると思われる◇従って、波による長周期運動応答が混入

しているトータル応答の最大極大値を推定する場合、本論

で示した非線形予測理論を用いる方が安全である。

係留変動張力の統計解析

変動張力は、 Fig69に見られるように強い非対称性をも

ち、また波高に対しても強い非線形性を有する現象である<>

Fig. 76は冬季のある 1ヵ月間の定時計測から得られた有義

波高と張力の有義値 (1/3最大期待値）の関係をプロットし

たものであるが、この図からも非線形性が明瞭である◇この

ような現象の統計的性質を調べるために Fig.70に示した張

カの時系列及びそれらの長周期成分、短周期成分について、

瞬時値分布、極値分布、振幅分布等の統計解析を行った。ま

た、係留点での水平方向変位 h(t)及び鉗直方向変位v(t)に

対しても同様の解析を行った..そのうち、瞬時値、極大値

及びゼロアップクロス振幅分布を Fig.77に示す◇図の上の

段から h(t)、張力の実測値、動的計算、長周期成分を除い

た動的計算、静的計算、長周期成分を除いた静的計算であ

る◇またそれぞれの統計量を Table10に示す。これらより

次のことがいえる◇

1)計測された張力は正の振本歪度と大きな標本尖度を有し

ている。

2)動的計算の結果はどの分布も実測値と良く一致している。
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lated tensions 

゜
ヽ
°
ぷ

0

0

 

0

0

 ゚

゜
lr 

o ・T-2 

T-4 ゜
鬱

．
 

L
H
 

゜゚• 
0 0 & 

゜0 0 

°。 o.

°゚.• 
● 0 

゜o o § 

・ 。心゚゚戎o : 

い。1-
〇

0鶴e・1 0亀鶴P

0 1 2 

(
U
O
J
.
)
 

f:

、―
L

゜

鬱
L
H
 

L
a
 

爆

a-

：g
i
 

l
 

ー

3
 

4
 

5
 

6
 

7
 

云E9

ば
H1,.3 (m) 

IIEASUR£D DYNA. CAL. STAT. CAL. DYNA. CAL. STAT.CAL. HORI. D1S. 
no L F. ll no LF.11. 

!lllo 0.815 0.816 0. 552 0. 699 0.423 1.07 
L 0.289 0.290 0.324 0. 789 
B 0. 763 0. 764 0.447 0. 720 

1/3 3. 53 3. 56 1. 88 3.04 1. 63 3. 28 
L 0. 989 I. 01 . 1.12 2. 80 
e 3.16 3.28 1.77 2. 78 

只●翼 10.8 10.0 4. 38 8. 38 3.36 6. 33 
L 2. 23 1.86 2.18 4. 10 
8 10.6 10.1 4. 07 5.55 

... 8.10 6. 61 3.89 5. 61 2. 28 5. 04 
L L95 1.45 1. 66 3.17 
B 6.51 5.81 2. 56 3.14 

2 9.94 8. 09 7. 04 8. 03 5. 38 4. 71 
n. L 6. 77 5.00 5.11 4.01 

B 8.53 7.61 5. 73 4. 37 

.of 1506 1480 1133 1500 1141 1246 
ti皿 L 197 196 197 199 

II 1571 1491 1139 1255 

E9 0.86 0. 90 1.05 0.18 0.41 0.20 
L 0.97 0.34 0. 75 -0.03 
B-0.16 0.14 0.30 -0.04 

“ 9.59 8.42 5.14 7. 44 3.01 3.13 
L 5.89 3. 91 4. 65 3. 18 
8 8.89 8. 35 3.47 2. 97 

• L:lov fr“"匹 CYC叩 n皿 nt B:bi吐 frequency匹印以,nt

皿ITis TOIi for tensions,匹 IIfor borizoatal displacea匹 t

Fig. 76: Signi:ficant value of tension vs. signi:ficant 

wave height 

て△入一旦e細li.Distri

.、 ・3 ・2 -4 0 1 2 3.、・I O I, 2'3 ヽ 59ヽI 2 3 4 5 ？ヽ 8 

Hlo 

こ

ィ”--日

＇ 

勺戸 l 

6 9 8 

Hlo 

Fig. 77: Statistical distributions of h(t) and tensions 

しかし、静的計算の結果は実測値に比べ標準偏差が小さ

く、，標本歪度は大きく標本尖度は逆に小さい。

4)長周期運動を除いた計算では標本歪度が極端に小さくな

るとともに標本尖度が若干小さくなる。

このような現象において、 N波中の最大極大値の期待値及び

振幅分布を予測することを考える。そのためにはまず、瞬時

値分布をある統計モデルに当てはめてみる.,Fig. 78の白丸

印が実測された張力の瞬時値分布で、そのときの標本歪度

と標本尖度を用い Gram-Charlier展開、 Hermitemoment 

モデルを当てはめてみた。 Hermitemomentモデルは、確

率密度関数ではなく確率過程そのものを次のように変数変

換するものである。

3) 

ここで、 Hn（の）は Hermite多項式、 nは対象としている確

率過程、 6"はその標準偏差、 b(t)は理想確率変数であり、平

均 0、分散 1の標準正規過程である。

もし、上式を 3項で打ち切ると、係数はそれぞれ以下の

ように求められる。

3

2

ん

l

o

c

c

c

c

 

＝ 
＝ 
＝ 
＝ 

3 

n=K,6りこ几（b)
i=O 

(223) 

＝ 

(/1 + 1.5(/32 - 3) - 1)/18 

ぷ／6(l+6c3)

(1 +函＋ 6c~)―1/2

1.0 

゜

(224) 

(225) 

(226) 

(227) 

(228) 

ただし、 J丙及びんはそれぞれnの標本歪度及び標本尖度で

あふこのとき、 nの確率密度関数は、確率変数変換公式から

p(r,) = exp(-b2 /2)[✓云·,.,<1,,{l + 2c2b+3c3(b2 - 1)}r1 

{229) 

となる．実際に p(n)を求める場合は、 bに任意の値を与

え、 {229)式より確率密度を求める。それに対応するnの値
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Fig. 78: Probability densities of tensioio. 

は (223)式から求める◇このようにして求めたnの確率密

度関数が Fig.78の太実線である。 Gram-Charlier展開に

よるそれが破線、ガウス密度関数が細実線である◇図より、

Hermite momentモデルによる分布は実測値を良く表して

いる◇また、 Gram-Charlier展開による結果は、負の確率密

度が生じておりモデルとしては適切ではない。極大値、極小

値分布についても同様に、理想確率過程 bがバンド幅eを持

つとき bの極値＜の確率分布は Cartwright-Longuet-Higgins

により次式から求められる。

＜ 
2 

p(c;)dc; = （加）ー112texp（一石2)+ 1/2(1 -?/12 

¢ <（1-C2)1/2 
X c; exp(-7){l + erf[ ］］卜 (230)2/l._, ___ L,/2€ 

ここで、 c;= j,后である。なお、 nとbのパンド幅バラメー

夕cは等しいと仮定する。

このとき瞬時値分布と同様にして、確率変数の変換から

求めることができる。

解析の対象とした実海域データは、 1989年 1JL月19 

日の 3時間の連続データである。 Fig.79の上側が極小値分

布、下側が極大値分布であるが、両者とも実測の分布と良く

一致しており非対称性が良く表現されている。次に N波中

での最大極大値の期待値を予測することを考える。 Hermite

momentモデルに従う場合、正規確率過程から求められる

N波中の最大極大値の期待値知を (223)式に代入すること

により陽の形で直ちに求められる。一方 3時間の時系列を

10,20,60,120及び 180分に分割し、 N波中での最大極大値

の平均と標準偏差との比を求めたのがFig.80である。図中

には動的計算、長周期運動を除いた動的計算、静的計算の
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結果も示してある。この図より異常値に及ぽす長周期運動

の影響及び係留ラインの動的影響を見ることができる。そ

して図中の●▲●が Hermitemomentモデルから予測され

た値であるが、これはほぽ統計値の上限を与えていること

が判る。

以上により標本歪度や標本尖度の大きい現象についての

確率分布が Hermitemomentモデルで良く表されることが

判った。 Hermitemomentモデルを適用するには張力の毎

集団の歪度及び尖度を理論的に求める必要がある。これは

今後の課題である。

6 成果のまとめと

6。1 変動風と風荷重

•海上における平均流方向の変動スペクトル表示式を提

案した。この表示式には無次元スペクトルピーク周波

数と標準偏差の 2つのパラメータが存在するが、これ

らのパラメータは、海面と大気との摩擦係数によって

決められる。

•海面と大気との摩擦係数は海面の摩擦速度と一対ーに

対応する。これは、強風時には平均風速の増加ととも

に増加する。この摩擦係数の平均風速に対する増加率

は、北海で Geenaertらが計測した結果とほぼ一致す

る。この結果を利用すると新提案スペクトル内に含ま

れる無次元スペクトルピーク周波数は推定可能である。

•実測された変動風の標準偏差と海面での摩擦速度は

強風時には比例関係にある。これは混合乱流境界層の

Monin-Obukいの相似理論を支持するものである。比

例定数はほぽ 3.45であり、摩擦速度すなわち摩擦係数

から標準偏差は推定可能である。

•ある観測データにたいし、新提案スペクトル及び世界

の観測データの平均線から求めた Ochi-Shi”スペクト

ル及び既存の提案スペクトルの比較を行った結果、観

測スペクトルは、新提案スペクトル及び Ochi-Shinの

スペクトルと良く一致した。

•変動風の統計解析から、変動風は広帯域準正規過程で

近似できることが判明し、 Longuet-Higginsが提案し

た一般の極値分布形から 1/n最大期待値等の極値統計

量が推定できる。

•変動風荷重は、変動風の乱流特性を考慮して主流方向ば

かりでなく横方向の風荷重も考慮すべきである◇変動風

スペクトルとしては、一殻に良く用いられる Da11enport

あるいは日野のスペクトルではなく、今回提案したス

ペクトルあるいは Oc証 Shmのスペクトルを用いるべ

きである◇

6。2 方向波スペクトルと方向分布関数

•波の観測データから、鳥羽らが提唱する「風波の 3/

2乗則」を支持する結果が得られた。この剛に整合す

る波スペクトルは高周波数側で周波数の4 乗に比例す

る形状を持つことが理論的に示されるが、実測スペク

トルはこれを支持した◇造船の分野では、 JONSWAP

スペクトルが波スペクトルとして良く用いられるが、
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これを観測データを基に JONSWAPスペクトルを修

正したスペクトル形を新たに提案した。

0 波スペクトルのピーク周波数付近の形状は、平均的に

修正 JONSWAPスペクトルの"Y= 2に相当している。

水深波長比の減少、すなわち浅海波になるにつれて非

常に急峻な形状を呈するようになり、 "Y= 6に相当す

るケースも現れている。

•有義波高が 3m を超えるような場合は、スペクトルピー

ク周波数付近の方向分布関数の形状は比較的滑らかな

単ーのピークを有しており光易型方向分布関数でほぽ

近似できる。方向集中パラメータ sは、スペクトルピー

ク周波数付近で最大となり周波数がそれから離れるに

したがって減少する傾向にある。また、今回のデータの

周波数に対する sの変化の割合は泉宮の式に近かった。

6.3 粘性流体力及び線形流体力

• surge,swayに対する粘性抗力係数 Cdにはクーリガ

ンカーペンター数 (Kc数）に反比例する項があり、実

機ではこの項が模型よりも大きい。しかし、高Iも数域

では実機と模型では良く一致する。高 Kc数域で両者が

一致する理由は、ポセイドンが円筒形状を有している

ため剥離による影響が少なかったためと考えられる◇

• roll及び pitchの等価線形化された減衰係数は、模型

の値の方が実機の値よりも約2倍大きい。これはレイ

ノルズ数影響を表しているものと考えられる。

•線形流体力は、ポテンシャル理論に基づく 3 次元特異

点分布法により推定可能である。

6.4 定常外力による定常変位と定常傾斜

•定常風荷重は、上部構造物の圧力係数 cPを 1.3 、コラ

ム部の圧力係数（船級協会規則） Cd=0.65からほぼ

推定可能である◇

•潮流力は、生物付着影響を考應し、 Cd= 0.8として推

定可能である。ただし、ボセイドン号のように喫水が

5mと浅い場合には、吹送流による流れは考應しなく

ても良い。

0 定常波漂流力は、ポテンシャル理論に基づく漂流力と

粘性抗力に基づく粘性漂流力を考慮し、単一方向波と

して推定可能である。また、水槽試験によっても推定

可能である。

• 浮体の定常外力に対する定常変位は、係留復原力を

カテナリー理論を用いて推定すれば、予測可能である。

•風及び流れによる定常傾斜量は、模型実験によってほぼ

推定可能であるが、理論的に推定するためには揚力の

影響及び傾斜したことによる力及びモーメントレバー

の変化等について今後検討する必要がある◇

6.5 波力と動揺応答

・変動漂流力を推定するためには、定常漂流力推定と同

様に、ポテンシャル理論に基づく漂流力だけでなく粘

性に起因する粘性漂流力を考慮しなければならない◇
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• wave drift damping等の影響は、波高及び波スペクト

ルのピーク周波数に依存し、ピーク周波数が高周波数

側に移動し、長周期運動が波周期運動に比べて卓越す

ると、その影響が顕著に現れる。模型実験によると、

この影響が現れるのは平均波周期が 6sec以下になった

ときである。しかし、実海域実験では平均周期 7'sec前

後の時のデータしかないためこの影響の確認はできて

いない。

●線形波力及び線形応答に関しては、ポテンシャル理論

から求めた線形波カ・流体力及び粘性抗力を考慮し、

単一方向波と仮定すればほぼ推定可能である。しかし

ながら、推定精度を向上させるためには方向波の影響

を考慮すべきである◇長周期動揺についても、 2次の

波力である変動漂流力と粘性に起因する粘性瀑流力及

び変動風による長周期変動力を考慮し、単一方向波と

仮定すれば安全サイドで推定可能である。ただしこの

場合、変動風による長周期変動外力を主流方向及び横

方向に同時に考慮しなければならない◇

6.6 係留力

係留ライン働く変動張力には、短周期成分と長周期成分

が含まれる。長周期成分力は、浮体の長周期運動とカテナ

リー理論から推定可能である。短周期成分力を推定するた

めには係留ライン自身が動揺することによって生じるライ

ンに働く動的張力ばかりでなく長周期運動によってライン

が変形することによる動的張力の変化を考慮しなければな

らない。張力の短周期成分力の推定に対し、係留ラインの

動的張力及び長周期遍動の影響を考慮した簡易推算法を新

たに提案し、その有効性を示した◇また、係留ラインの動

的張力が浮体の動揺に及ぼす影響は小さく、また係留ライ

ン一本一本が変位に対し非線形な張力特性を有していても、

浮体に及ぼす係留ラインによるトータル復原力の観点から

調べると、これは変位に対しほぼ線形近似できることが実

海域自由動揺試験からわかった。

6.7 統計予測

•風及び波による長周期運動の瞬時値及び極値分布の予

測に関し、風と波は独立過程であるとの仮定の下に、

あらたに非線形予測理論を開発した。

• surgeの瞬時値分布は、明らかにガウス分布ではなく

分布の裾が波による drift方向に広がった非対称分布で

ある◇実測分布と今回提案した非線形予測法により推

定した分布を比較したところ両者は良く一致した。ま

た、たとえ正面からの風であっても横方向の変動風荷

重によって長周期 swayが生じるが、この瞬時値分布

は、ほぼ正規分布で近似でき、線形ノイズ理論から予

測可能である。

•波及び風による長周期運動の N波中の最大極大値の

期待値の予測に関し、通常良く用いられる Longuet-

Higginsによる線形予測結果は過小評価を与える。一

方、今回開発した非線形予測理論では僅かに過大評価

を与えるが、安全サイドで予測可能である。しかしな

がら、精度向上をはかるためには、方向波の影響を考

慮すべきである。

•長周期運動の瞬時値分布に関し、風は分布の非対称性

を緩和する働きがある。そのため、最大極大値の期待

値もこの効果により波だけの予測結果より低下する。

•係留ラインに働く変動張力の瞬時値分布は Hermite

momentモデルで良く表現される。このモデルと実測

データから得られた標本標準偏差、標本歪度、標本尖

度を使用して、極値分布、・極値統計量を推定した結果

は実測結果と良く一致した。今後は、これらの標本統

計値の予測法が課題である。

6.8 今後の課題

推定精度向上をはかるために、今後の課題として、

•複合定常外力中での定常傾斜の予測法

•方向波中での 2 次の波力の推定法と確率予測法

•粘性漂流力及び粘性減衰力の理論推定法

• wave drift dampingの推定法

0 係留張力のような強非線形応答の確率予測法（もっと

一般に非線形複合外力をうける非線形係留浮体システ

ムの確率応答予測法）

の開発が挙げられる。
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